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序章　　研究開始に至るまで
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第１章　町内会とインターネット
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第２章　町内会サイトの目的
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第３章　町内会サイトの利用実態
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序章　研究開始に至るまで
私は以前から、インターネットというものを情報収集のためだけの無味乾燥なツールではなく、人を動かすツールとして捉えるべきだと考えてきた。自身のインターネット活用経験に基づくこの思いから、町内会サイトの研究に取り掛かるに至るまでの経緯を説明したい。

◎コミュニティサイトへの関心 → 地域サイトへの関心

人を動かすツールとしてのインターネットを考えたとき、私はまず“コミュニティサイト”を思い浮かべた。これは、都市工学科の輪講（ゼミ）で本郷地区のまちづくりに関する活動に携わり、コミュニティという言葉をよく聞いていたからであろう。

コミュニティ「サイト」というものは、インターネットが普及したここ4～5年のうちに出現したと思われるが、Webサイトという形態にこだわらず、コンピュータを介した人と人とのつながりという点に着目すれば、それはパソコン通信の時代から既に存在する。このようなコミュニケーションについては社会学の方面からも研究が進んでおり、参考文献を探すのには苦労しなかったが、とりわけパソコン通信を利用するユーザの立場から書かれた、ハワード・ラインゴールド著『バーチャルコミュニティ』（1995）は非常に興味深く、私個人としても共感する部分が多かった。
コミュニティサイトについて研究を始めてみると、まずその定義の曖昧さに悩まされた。はじめは、オンラインの人付き合い（＝コミュニティ）を促進するようなサイト、またそのような人付き合いを巧みに利用して商業的な目的達成につなげるサイトがコミュニティサイトであると考えていた。しかし実際にWeb上で検索をかけてみると、コミュニティサイトを名乗っているものの中には、無料ホームページスペースや出会い系サイトが含まれていることが分かった。これらのサイトは自分の興味関心とは方向性の異なるものであったため、研究対象の条件設定が必要となった。

ここでコミュニティサイトの定義について考え始めるとすぐに、もう一つの問題が浮上してきた。コミュニティという言葉の定義である。コミュニティとは簡単に言うと共同体のことであるが、社会学をはじめとする学問上の解釈と、Web上の一般的な解釈では明らかに異なる点があるのだ。

学問的に言うコミュニティは、地縁に基づく人間関係という意味合いで使われ、ある人が望もうと望むまいとあらかじめ与えられた環境として解釈されている。なお厳密な定義については、長々と続く社会学の論争に踏み込むことになるので、ここでは避けることにしたい。

一方、Web上の一般的な解釈は、単なる人付き合いという意味である（自分で選択可能・興味関心に基づくことから、社会学で言うアソシエーションに近い）。インターネットは地域に縛られないコミュニケーション手段であるから、意味の相違が生じることは必然である。ただ、Web上での使われ方が浸透した結果、コミュニティという言葉に本来含まれていたはずの地域性が失われ、Web以外の実社会における文脈でも、人付き合いという意味に捉えられてしまっているのではないかと感じられる（少なくとも私はそう勘違いしていた）。結果的に、コミュニティとコミュニケーションとはほぼ同じ意味になっていると言える。

さて、コミュニティサイトと名乗る必然性がないにも関わらず、そう自称するサイトが増えているのは、「コミュニティ」という言葉に人々が魅力を感じる、言い換えれば「コミュニティ」という言葉に商品価値があるからだと考えられる。私はその背景に、「コミュニティ」すなわちコミュニケーションに対する人々の渇望があるのではないかと考えた。近所付き合いを面倒だと感じて敬遠する一方で、もう少し気楽につきあえる仲間が欲しい――そのような欲求が、コミュニティサイトの氾濫として表出しているのではないだろうか。

オンラインでの気軽な付き合いを志向する世代は、これからますます増えてゆくように思われる。そのとき、近所付き合いをベースとする地域コミュニティは崩壊の危機を迎えるのではないか。現に都市部における地域コミュニティの衰退は、この危惧を裏付けるものとなっている。地域コミュニティの存在意義がいまだ失われていないだけに、この問題は深刻であると言えよう。

問題打開のためには、地域コミュニティにおける人付き合いを気楽に始められるシステム作りが必要であると思われる。私は、同じ地域に住む人同士であっても、Webサイトというクッションを一つ置くことによって、より気軽に付き合いを始めることができるのではないかと考えた。もちろん、そのようにして始まった人付き合いは、最終的には実社会における地域活動へとつながってゆくべきものである。

このようにして私の関心は、コミュニティサイトから、地域の人間関係を円滑にし、地域活動を活発にするような「地域サイト」へと向くことになった。

◎地域サイトへの関心 → 町内会サイトへの関心

地域サイトというのは、インターネットという地域に縛られないメディアにおいても根強いニーズ・人気があり、その数・種類ともに膨大なものがある。その全てを研究対象にすることは難しいため、何らかの視点で対象の絞り込みをすることが必要となった。

私は、始まった人付き合いを深めてゆくという局面において、掲示板やチャットといったWeb上のコミュニケーションの場で、実用的な情報交換や議論に留まらない「楽しいおしゃべり」が必要なのではないかと考えた。つまり、話をすること自体を目的とする、“コンサマトリなコミュニケーション”の存在である。実際、商業的に成功したコミュニティサイトの多くでは、参加者同士が気楽におしゃべりすることのできる環境が整えられている（場を設置するだけなら簡単だが、雰囲気を形成するのは並大抵のことではない）。私は、地域サイトの中でも、コンサマトリなコミュニケーションが行われているサイトがあるのかという点に興味を抱いた。

しかし、楽しいおしゃべりが行われているかどうかは、最終的には主観的な判断に依らざるを得ず、研究対象のカテゴリとして扱うには不適切であると判断した。また、コンサマトリなコミュニケーションが実際に盛んなサイトを大量に見つけることができなかったこと、それを効率的に見つける方法がないことも、この視点で研究を進めようとする際に障害となった。結局、この視点は地域サイト（のちには町内会サイト）を見るときの一つの要素として取り扱うに留めた。
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〔表3-6〕 アクセスアップ活動

 （自由記述・複数回答, N=42）

別の視点からの対象の絞り込みが必要ということになり、私は地域サイトの分類を試みることとした。分類の仕方にはさまざまな方法があるが、サイトの性格を決定する主要な要素として運営主体を取り上げることにした。運営主体について考えることは、そのままサイトの目的を考えることにもつながるからである。

以上のようにさまざまな主体と目的が存在するわけだが、どれか一つの種類に絞って研究を進めた方がよいと判断した。そもそも地域サイトへの関心は、「地域の人間関係を円滑にし、地域活動を活発にする」ことができるかどうかにあるわけだから、地域に最も近い存在である町内会のサイトを調べるのが面白いのではないかという結論に達した。それは、自分の関心の中にある地域コミュニティというものが、町内会と同一ではないにせよ、それと極めて近い存在として認識されているからでもあった。

かくして、私はようやく研究のスタートラインに立つことができたのである。
◆これが町内会サイトだ

町内会サイトについて論じる前に、その姿を直感的に捉えるための素材を提供する。今回調査した128件の町内会サイトの中で、特に優れているもの、特徴のあるものを画像で紹介する。

〔静岡県沼津市・駿河台自治会〕 http://www2.tokai.or.jp/takoko-en/
下の画像はパソコン教室の事後報告ページ。動画を用いて、イベントの様子を生き生きと伝えている。

年数回のパソコン教室、平日の初心者向け講座を開催するなど、地域の情報化にも積極的な自治会だ。

[image: image28.emf]〔図3-7〕 サイトの更新頻度と、世帯あたりのアクセス数の関係
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町内会サイトのコンテンツにおいて、イベント（地域行事）の報告記事は重要な位置を占める。

イベントにあまり関心がなかった人や、参加しようかどうか迷っている人が見て、次の機会には参加してみようという気を起こさせるようなページが望ましい。よくできた町内会サイトは、地域活動を活発にするための一助となるであろう。

楽しそうな参加者の姿は、サイト全体を明るく楽しい雰囲気にすることにも一役買っている。

〔横浜市・みすずが丘自治会〕 http://misuzugaoka.cool.ne.jp/
下の画像はトップページ。Webの速報性を活かし、防犯情報や生活情報などをタイムリーに掲載している。

週に2度以上という高い更新頻度を誇り、所属世帯あたりアクセス数は、調査対象中（事実上の）トップ。

[image: image29.emf]〔図4-2〕 管理作業担当者数
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更新頻度が高く、新鮮な情報が豊富に掲載されるサイトほど、ユーザにとっての価値が高まり、利用が増える。利用が増えればさまざまな好循環が生じる。

だが、そのような人気サイトを維持するために、管理者に重い負担がのしかかることも少なくない。管理作業や情報収集作業の負担、費用の負担、後継者の問題…　これらの問題をコントロールしながらサイトの充実を目指すためには、管理者の高度なバランス感覚が要求される。

〔兵庫県宝塚市・ふじガ丘自治会〕 http://www.tri.or.jp/fujigaoka/
下の画像は、自治会館の使用申込ページ。24時間いつでも申し込みOK。Webの双方向性を活かしている。

このサイトは、住宅地付近で山火事が発生した際にも、緊急連絡のプラットフォームとしても機能した。

[image: image30.emf]〔図4-6〕 サイトに掲載される情報
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  掲載を依頼された情報

地域店舗・民間施設から、掲載を依頼された情報

サイト利用者から提供された情報

   （掲示板・メールなど） 

その他

Webは、ネット環境・リテラシ（知識）を持たない人を排除してしまう致命的弱点があるものの、
①速報性　②常時アクセス可能性
③双方向性　④情報蓄積が容易　⑤高い表現力　⑥低コスト
という6つの点で、従来町内会がもっていたコミュニケーション手段を凌駕する。

特に、働き盛りで昼間地域におらず、回覧などを目にする機会の少ない人々に対して、町内会の活動を知らせ、関心を喚起できるツールとして期待がもたれる。

〔東京都町田市・忠生忠霊地区自治会〕 http://www.geocities.co.jp/HeartLand-Hinoki/1290/
下の画像は、盆踊りに向けた太鼓の練習風景を紹介する英語のページ。

「この素晴らしい自治会を全世界に知らせたい！」という管理者の思いから、これらのページは作られた。

[image: image31.emf]〔図4-7〕 サイト管理者自らによる

情報収集への依存度 (N=55)
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町内会がサイトを開設する理由としては、Webそのものの魅力（上述）のほか、新しいメディアで若者の関心を引きたい、閉鎖的になりがちな地縁組織をオープンにして新規会員を迎えたいという目的意識がある。

インターネットを通じ、地域内の未加入世帯に働きかけるだけでなく、全国の町内会リーダと意見交換を行ったり、日本に興味をもつ外国人との接点をもつことさえ可能だ。実際、英語ページをもつ町内会サイトは、他にも数件存在する。

〔岐阜県古川町・笹ヶ洞自治会『恵比寿の郷』〕 http://www6.plala.or.jp/ebisunosato/
　下の画像はトップページ。地域の民俗文化・歴史・自然などについて極めて豊富なコンテンツを擁する。

32世帯・人口120名という小さな村が発信する情報に、全国から月に1,200件のアクセスが集まる。

[image: image32.emf]〔図4-8〕 取材担当者による

情報収集への依存度 (N=55)
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町内会サイトの目的はさまざま。もちろん地域住民の利便や交流を第一義とするものが多いのだが、地域外に向けた情報発信に特化したものもある。このサイトは地域の豊かさを全国にアピールし、Uターン・帰農を勧める内容になっている。

これらのコンテンツは、地域の息吹を後世に伝える手段としても有効である。従来の“字史”と異なり、色褪せず、紛失されず、歴史を積み重ねてゆくことができる。しかも低コスト。まちのアイデンティティを育むのに最適のメディアである。

〔岡山市・市民情報化サイト〕 http://townweb.litcity.ne.jp/

岡山市は、光ファイバの敷設を軸とした「情報水道構想」の一環として、町内会サイトの開設を市を挙げて奨励し、支援およびネットワーク形成を行っている。（IT無料講習会の実施、市と町内会の連絡掲示板など）

下の画像は、市内にある町内会サイトのランキング。競争意識に訴え、より充実したサイトの実現を目指す。

[image: image33.emf]〔図4-9〕 行政から掲載を依頼された
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地方自治体がサイトを持ったり情報化の促進を掲げるのは当たり前の時代になったが、町内会サイトの開設を奨励している例は珍しい。

市から町内会への連絡は、従来膨大な量の紙媒体により行われていたが、岡山市では電子データの送信に切り替え、スマート化を実現した。

ただ、基礎知識をもつ人材の乏しい地域が、独自にサイトを維持することは極めて厳しく、業務を引き受けた町内会長（主に高齢者）が苦労する例もあった。サーバ等の維持費用が個人負担であるのも酷な話だ。
[image: image34.emf]〔図4-10〕 サイト利用者から

提供された情報への依存度 (N=55)
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 第１章　町内会とインターネット
◆第1節　都市部における地域コミュニティ

私が東京・文京区の学生寮に住み始めて4年が経つ。学生寮というのは、朝のゴミ出しさえスタッフに任せきりという特殊な環境であるから、まして近所付き合いというものを意識する機会は全くない。ただ秋になると、地域の子どもたちと見られる一団が、祭りのお囃子に合わせて町内を練り歩く様子を窓の外に眺めたり、冬には火の用心のカチカチという音が、遠く向こうから聞こえてきたりする。そのような時、この街にも地域活動というものがあるのだな、と感じさせられる。

思えば、実家（愛知県小牧市）で暮らしていたときには、地域活動や近所付き合いというものが当たり前のように存在していた。子どもの頃には何回かお祭りの獅子舞を引いたし、公民館に集まって何やらパーティにも参加した記憶がある。また食事時には、近所の誰々さんがどうこうで……という話を幾度となく耳にしてきた。そういうことに私はあまり興味がなかったが、それでも隣の家に住んでいるのが何という名前の、どういう人であるかくらいは知っていた。古くからその土地に家を構え、日常的に交流のある人々同士の関係は、確かに「地域コミュニティ（共同体）」と呼ぶにふさわしいものであった。

ところが近年、都市部においては伝統的な地域コミュニティの衰退が目立ち、隣人の顔も知らない冷め切った関係さえ珍しくない状況となっている。このことは主に、次のような傾向によるものと思われる。第一に、永住意思をもたない人々（集合住宅の住民に多い）が、近所との関係をそれほど重視しない傾向にあること。第二に、都市部に多い若年・青年層が、近所付き合いを面倒だと感じたり、地域活動に興味を示さない傾向にあること。

このような風潮により、都市部における地域コミュニティは一種の必然性をもって衰退していったわけであるが、私の考えによれば、その存在意義は決して失われていない。むしろ人口の密集した都市部においてこそ、地域コミュニティにしかできない役割の重要性が際立ってくるのである。次節では、その役割について詳しく述べることにする。

◆第2節　町内会にできること

自治会・町内会・町会（以下、これらをまとめて「町内会」と表記する）などと呼ばれる地域自治組織は、地域コミュニティという無形の存在がもつ力を結集し、より効率的な地域活動を可能とするために設立された組織であると考えられる。この節では、都市生活において（地域コミュニティが具現化された存在としての）町内会が果たすべき役割について考えてみたい。

菊池（1999）は、町内会の多機能性を指摘した上で、その普遍的な機能を次の4項目にまとめている。

(1) 問題対処機能
地域の問題の解決に関する活動。

具体的には、交通安全、防犯・非行防止、青少年育成、防火・防災、消費者・資源回収、福祉、生活改善。
(2) 環境・施設維持機能
　　地域の施設と環境の維持・管理に関する活動。
具体的には、施設の維持・整備、環境美化、清掃・衛生。
(3) 親睦機能
地域の人々の交流と親睦の促進に関する活動。

具体的には、祭礼・盆踊り、運動会、文化祭。
(4) 地域自治機能
住民自身の手によって、自治的に行うまちづくり活動。

自治体による「地方自治」と、住民による「住民自治」との中間に位置する自治機能。

　　※具体例は示されていない。

(1)の問題対処機能は、町内会の果たすべき役割として最も期待されているものであろう。特に防災機能については、阪神大震災の経験から、地域コミュニティの存在意義として改めて注目されている。都市型災害の発生直後、人命救出に直結する初期救助活動を行うことができるのは、隣近所の人々すなわち地域コミュニティをおいて他にはない。いざというとき、迅速な避難と救助活動を可能とするために、町内会において「中身のある」防災訓練を行ったり、住民の防災意識を高める工夫をすることが大切だ。災害に備えて食料・衣類・医薬品などを備蓄したり、防災器具の保守点検をすることも町内会の役目である。

また防犯機能も、町内会が果たすべき役割として大きな位置を占める。犯罪を未然に防ぎ、青少年の非行の芽を摘むパトロール（自警）はもちろんのこと、地域住民ひとりひとりが隣近所の様子に気を配り、不審者の侵入を許さない地域を形成することが求められている。わが国の治安が悪化傾向にあると言われる中、皆が警察だけに頼っているのでは安全した社会の構築は望めない。地域レベルでの犯罪に対応する町内会の取り組みは、ますます重要になっていると言えよう。

その他、問題対処機能に属するものとして、交通安全機能（交差点での通学児童監視など）が挙げられる。

(2)の環境・施設維持機能は、公民館などの施設維持と、地域清掃・地域美化（花壇の設置など）を主体とする。地域活動の拠点である公民館を適正に管理することは、町内会の最も基本的な役割である。また、自分たちが住んでいる地域を美しく快適にしようとする試みは、地域への関心・帰属意識を高め、(4)に述べる「まちづくり」につながる点でも見逃せない。

(3)の親睦機能も、町内会の役割として欠かすことができない。町内会が、盆踊り・運動会・敬老会などさまざまな季節行事・定例行事を開催することは、次の3点で有意義である。

第一に、普段顔を合わせない人同士が出合い、互いに知り合う機会が生まれる。これは極めて重要なことである――なぜなら、まず「人を知る」ことが、全ての地域活動を成功させるための第一歩となるからだ。例えば、(1)で述べた防災機能にしても、どこに誰が住んでいる（特に高齢者・子ども・身体の不自由な人）という情報を、地域住民ひとりひとりがいかに正確に知っているかどうかが、緊急時の救助活動の成否を左右するのである。またそれに加え、地域コミュニティは世代・職業・性別・興味関心が多様な社会集団であるから、人脈拡大という個人レベルの効果も考え得る。

第二に、地域の祭礼やイベントは、それ自体が街のアイデンティティとなり得るものである。神社の祭礼を受け継ぐために発足した組織が、町内会の前身となっている場合もあるほどだ（千葉県松戸市・本町自治会）。地域行事に参加したり、その準備に携わることによって、地域への興味関心が高まり、住民同士の連帯感が向上する。このような精神は、地域コミュニティが形式的ではなく実際的な、一つの“まとまり”として存在するために必要不可欠なものである。

第三に、地域住民のレクリエーションとして有効である。単純に楽しいということは一つの価値であるし、本当に楽しいイベントを開催できる町内会には活気が生まれ、結果として他の地域活動も円滑に運ぶことになろう。また、勤めを終えた高齢者にとって、町内会というのは趣味を満喫し、同好の士を見つけるための格好の場である。来るべき“超”高齢社会において、お年寄りが豊かで生きがいを感じながら暮らせる社会を構築するためにも、町内会の果たすべき役割は大きい。

最後に(4)の地域自治機能について述べる。いまや国・公共の主導による上意下達的な都市計画の時代は終わり、市民や地域が主役となる“まちづくり”の重要性は日に日に高まる一方である。自分たちが住む街のことは自分たちで決め、自分たちの街は自分で守る。これは地区計画や建築協定などの公的な手続きにおいても、施設維持・地域美化など身近な決め事においても同じである。自治体や国にしかできない役割（法制整備など）は依然として重要であるが、基本的には町内会・街というような存在も、個人や企業と同様「自己責任」の考え方を強いられる時代になってゆくのではないか。

住環境に悪影響を及ぼす建物や、迷惑施設が建設されてから町内会の団結が強まり、それらに対抗してゆこうと運動を展開する例は数多くある。しかし、一度建ってしまったものを撤去したり、一度通った計画を破棄させたりすることは容易ではない。町内会が、街の将来計画に対して常時監視の目を光らせ、破壊的な計画を事前に防ぐことが理想である（これにはもちろん、自治体による積極的な情報開示が第一に求められる）。

まちづくりに限らず、住民不在の地方行政ほど無意味なものはない。地域生活に影響を及ぼすような自治体の施政については、いかなるものであっても地域住民と事前の議論を尽くすべきである。このとき町内会には、役所と地域住民との中間窓口としての機能が期待される。戦前の隣組は国家体制そのものであると言われ、情報の流れは上から下への完全一方通行だった。現代の町内会は、行政と地域住民とをゆるやかに結び、双方向の情報交換・意見のやり取りを支援することのできる組織へと進化しなければならない。

以上、町内会の機能について4つの視点から眺めてみたが、これらの機能を地方自治体に期待することは難しい。その一部が、仮に自治体に可能なことであったとしても、細かい問題にいちいち対処するのでは効率が悪い。町内会は、地域住民によって直接的に運営される組織であるから、住民意思の実現に向けて軽快に動くことが可能だ。そして自治体とは異なり、良くも悪くも100％住民の視点で物事を考えることができる。

市民活動という点では、近年NPO（民間非営利組織）という新しい形態の市民組織が結成されるようになった。NPOの働きにより、地域の壁を超えた活動も徐々に盛んになってきているが、それらは町内会に取って代わる存在ではない。町内会は、徹底して地域密着型の住民組織であり、かつ一般に高い加入率を誇る（地域によるが、8～9割の世帯が加入している場合も少なくない）。地域活動型のNPOと町内会とは、互いに異なる性質の組織として、今後も共存してゆくことだろう。

都市生活において、町内会に期待される役割は大きいと言える。しかしその一方で、都市部における町内会（地域コミュニティ）活動が衰退の傾向にあることは前節に述べた通りである。この行き違いを解決する方法はあるのだろうか。

◆第3節　新しいメディア「インターネット」と町内会活動

さて1990年代から今日にかけて、新しいメディアであるインターネットが飛躍的な普及を遂げてきた。

日本に住む一般の人々が、インターネットにアクセスできるようになったのは1993年（商用利用の開始）。それから約8年後の2001年末において、日本におけるインターネット利用人口は5,593万人、世帯普及率は60.5％に達している（総務省「通信利用動向調査」）。

インターネットの台頭により、私たちは新しい情報手段を2つ手に入れた。一つは電子メール、もう一つはWebサイト（ホームページ）の閲覧・開設である。

電子メール（以下、メールと表記）は、携帯電話の普及とあいまって、対人コミュニケーションの方法を大きく変貌させた。特に若者の間では、携帯電話を用いたメールのやりとりが、電話以上に気軽なコミュニケーションの手段として多用されている。またビジネスの場においても、メールによる業務連絡は完全に当たり前になり、現代社会はメールへの依存度をますます高めていると言える。

メールの特長は、以下の6点にまとめられる。これについては、「通信手段比較」を参考にした。

(1) 速報性

国内はもちろん、世界中のほとんどの国に1分以内に届く。

(2) 時間的な制約のなさ

送信者は、受信者の都合を考えることなく、いつでもメールを送れる。

受信者は、いつでも都合のよいときにメールを見られる。

（ただし携帯メールのやりとりでは、受信後すぐに連絡を取らなければいけない場合も実際には多い）

(3) 通信の記録が残る。

(4) 会話とは違い文字を経由するので、内容を熟考し整理した上で送信することができる。

（もちろん、気楽な“おしゃべり”も可能である）

(5) 同報性

同じ内容を一度に多人数に送ることが容易である。

(6) 電子データが送信可能

パソコンで直接操作可能なデータ（画像、ワープロ・表計算などのファイル）を送信することができる。

ただし携帯電話のメールでは、今のところこの効果は期待できない。

(7) 低コスト

距離に関係なく通信費用が一定である。

パソコンでは極めて安価に、携帯電話では比較的安価に通信できる。

そしてWebサイトは、企業や公共団体が一般に向けて情報を発信する手段、一種マスコミ的な存在として普及している。今では、サイトを持っていない企業・団体の方が少数派であると言えよう。私たちはそれらのサイトから、必要な情報を収集して生活に役立てたり、自分の興味関心を満たしたりしている。

Webサイトは、個人や市民団体が情報を発信する手段としても有効である。この点が、インターネットの最も画期的な性質であると言えよう。

　このようにWebサイトは、私たちが情報を受信する手段としても、発信する手段としても有効である。

まず受信側にとってのWebサイトの特長は、以下の4点にまとめられる。

(1) アクセス可能な情報量が、従来のメディアと比べて圧倒的に多い。

世界中のありとあらゆる情報がインターネット上に存在する。

(2) 自分の興味にあった情報だけを、「サーチエンジン」によって検索し、選択的に閲覧することができる。

(3) 情報の閲覧にかかる費用が極めて安価である。

　（ただしパソコンの導入費用は、近年安くなってきたとは言え、依然として一つのハードルである）

(4) 情報が一方通行でなく、こちらからも反応を返すことができる。

（Webサイトで紹介されている商品の注文、Webサイトに掲載されている内容の問い合わせ、

意見・感想の送信など。この手段としてはメールや電子掲示板が用いられる）

次に、発信側にとってのWebサイトの特長は、以下の5点にまとめられる。

(1) 広く日本全国へ、あるいは世界へ向けて情報を発信することができる。

その一方で、特定のグループに属する人々が連絡を取り合ったり、楽しみを共有するための閉鎖的な場を創造することもできる。

(2) 他者による編集や検閲を経由することなく、自分の言葉・自分の表現をそのまま伝えることができる。

(3) 即時性

　　発信者が情報を掲載（アップロード）したあと即時に、世界中の人が情報を受信可能な状態になる。

(4) マルチメディア性

フルカラーの写真やイラスト・図表を取り入れ、見やすく美しい表現が可能である。

必要に応じて、音声や動画による表現、他のコンピュータプログラムとの連携も可能である。

(5) ハイパーリンクによる関連付け

他のWebサイトへの「リンク」を貼ることによって、他者が作成した関連資料を参照させること――ある意味では“取り込む”ことが容易にできる。

（これは、Webサイトを形成する言語＝HTMLの本質である）

(5) 情報の発信にかかる費用が安価である。

他のメディアと異なり、1人で情報発信をすることも容易である。

このようにさまざまな特長をもつインターネットは、町内会のコミュニケーション手段として、直接対話、紙媒体（回覧板・ポスター・ミニコミ誌など）に次ぐ第三のメディアとなる可能性がある。

本論では、インターネットがもつ機能の中でも、幅広い表現形態が存在し、かつ外部に向けて公開されているWebサイトを用いた情報発信――つまり「町内会サイト」の現状と可能性について探ってゆくことにする。

◆第4節　町内会サイトの定義

町内会サイトについて論じようとする以上、町内会サイトとはそもそも何であるのか、まずはその定義をはっきりさせておかなくてはならない。

しかし、直感的に「町内会サイト」であると思われるものの中にも、さまざまな性質をもったサイトがある。どれが町内会サイトで、どれがそうではないのか、その間に明確な線引きをすることは、実際問題として難しい。一つ一つのサイトについて、町内会サイトであるかないかという複雑な判定基準を適用しようとすることは、問題をむやみにややこしくし、全体を見失うおそれがあると思われる。

そもそも本論は、町内会関係のWebサイトについて明確な分類を行うことを主眼としたものではない。従って、町内会サイトの条件について厳密な定義は行うことはせず、原則的な定義をするに留める。
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以下、原則的な定義を補足するため、いくつかの観点から説明を行う。

・「町内会」とは？

本論でいう「町内会」とは、自治会・町内会・町会、連合自治会・連合町内会、集合住宅の自治会の総称である（コラム参照）。架空のコミュニティは含まない。

さらにここでは、特定の町内会について扱っていることを要件とし、どこの町内会にもあてはまるような一般的情報だけを取り扱うサイトは含まない。

町内会と類似の団体に関しては、その事業内容が町内会の機能（第2節参照）に準じるものであるかを、事例ごとに個々に判断することにする。

（例：集合住宅の管理組合、組連絡会議、コミュニティ協議会、まちづくり協議会、住みよいまちを作る会）

・町内会の下位組織が設置したサイトについて

町内会の下位組織（関連組織）としては、一般に以下のようなものがある。

(1) 広報部・消防団など、町内会の業務のうち特定の役割を担う組織

(2) 子ども会・青年団・青壮年団・老人会（敬老会）・婦人会（女性部）など、年齢別・性別の組織

(3) 少年野球チーム・パソコン同好会など、各種サークルおよび同好会

　これらの下位組織が、もっぱら下位組織の活動だけを紹介するために設置しているサイトは、町内会サイトに含まない。ただし、町内会全体の活動に関するサイトを、下位組織が制作・管理している場合は町内会サイトに含める。

・管理の主体は問わない

定義において「町内会が管理しているサイト」という簡潔な言い方をせず、コンテンツつまりサイトの内容に着目した理由は以下の通りである。

通常は、町内会に所属する個人やグループが町内会サイトを管理する。この場合、町内会が管理しているという言い方もできるし、個人管理、あるいは町内会の下位組織が管理しているという言い方もできる。このことには、次に述べる責任の所在も関わってくるので、純粋に管理作業という点で見ると「町内会が管理している」という文言には曖昧さが残る。

また外部のグループ（企業など）が管理しているものを、町内会サイトとして認めないのは本質的でない。

従って町内会サイトの要件としては、管理の主体が個人であるかグループであるかを問わない。その個人やグループが町内会に所属するか否かも問わないこととする。

・非公式サイトも含める

上の定義から、個人管理のサイトを町内会サイトとして認めることになるわけだが、その中には町内会の会議上で正式な承認を受けていない「非公式サイト」も存在する。

公式サイトと非公式サイトの違いは、主に責任の所在が町内会にあるか、個人にあるかという点であろう。公式サイトに記載されたことは、特に注釈のない限り、町内会の公的な意思表示であるとみなされる。それがもとで誰かが損害を負ったならば、その責任は管理者個人ではなく、町内会がとるべきだと考えられる。この点で、公式サイトは非公式サイトに比べて、一般には情報の信憑性が高いと期待される。また公式サイトであれば、サイト運営に関する費用が町内会の予算から出ることもあるだろう。

しかしながら、非公式サイトを町内会サイトとして認めないというのは本質的でない。非公式サイトの中には、「○○町内会の公認を得ることを目標にしています」と記載されているものもあり、内容的には公式サイトとなんら変わらない場合も多い。

従って町内会サイトの要件としては、サイトが町内会によって正式に承認されているか否かは問わないこととする。

・町内会に関する情報をメインコンテンツとすること（地域ポータル等は含まない）

個人あるいは外部グループ（企業など）が管理するサイトを、どこまで町内会サイトに含めるかということは微妙な問題である。

個人あるいは外部グループが管理するサイトは、以下の2パターンに大別できる。

(1) 町内会に関する情報だけを取り扱うもの。および、それに準じるもの。

(2) 町内会に関する情報と、その他の情報が混在しているもの。

(1)は、これまでの定義から迷うことなく町内会サイトと言ってよい。難しいのは(2)である。

個人管理のサイトに関して言えば、町内会で行われたイベントの写真と感想を掲載している程度のサイトはいくらでもあるので、これらは町内会サイトとみなさない。

また今日、「地域ポータルサイト」と言われるような、地域情報を総合的に掲載しているサイトが多数存在している。これらについては、その一部に町内会の情報を含む場合でも、町内会サイトとは異なる性質のサイトとして考えるべきである。

結局のところ、町内会に関する情報を「メインコンテンツ」とするサイトが、町内会サイトであると言うほかないだろう。メインかどうかは、サイトの構成を見ればなんとなく分かるものだが、はっきりと断定できない場合もある。地域情報や政治問題・時事問題に広く踏み込んでいるようなサイトでは、特に判定が難しい。この点については、厳密な定義を行うことは避けたい。

・Ｗｅｂサイトであること、更新され得ること

町内会サイトの要件として、Webサイトであることが挙げられる。よって、町内会のメーリングリスト・単体の掲示板・イントラネット等は含まない。（ただし、それらがWebサイトと併用されている場合は、考察の対象とする場合がある）

また、Webサイトは動的に更新され得るものでなくてはならない。雑誌の記事をWebに載せただけのものなど、今後更新される可能性がないものは町内会サイトに含まない。これらはWebサイトの一部、つまりWebページに過ぎないことが多い。

なお、2～3年更新がなされておらず、実際には今後も更新が期待されないようなサイトも存在するが、それらは形式的には「更新され得る」ので町内会サイトに含むことにする。

更新され得るということは、本質的には管理者が存在することを意味する。しかし、管理者がいないことを確認する手段を確立できないため、町内会サイトの条件としては採用しない。

◆第5節　研究対象、およびアンケート調査について

以上に述べたような町内会サイトは、Web上に無数に存在し、それらを網羅的に調査する方法は存在しない。そこで、以下のような方法で具体的な調査対象を選定した。

①サーチエンジンによる検索により、町内会サイトを発見する（60件）

・Excite
「自治会」カテゴリ登録サイトのうち、研究対象に合致する31件

・Yahoo!
「自治会」「町内会」「町会」でヒットする登録サイトのうち、研究対象に合致する20件

・Google
「町内会サイト」でヒットする登録サイトのうち、研究対象に合致する9件

② ①のサイトから、リンクによってつながっている町内会サイト（全68件）

以上の合計＝128件を、今回の研究における具体的な調査対象とした。

なお、はじめにExciteを用いた検索を行っている理由は、第一にはロボット型と比較してカテゴリ型の方が検索効率が良いと思われたこと。第二には、同じカテゴリ型であるYahoo! では、町内会サイトが「日本の地域＞（各地方）＞（各都道府県）＞区市町村＞（各区市町村）」以下の「生活と文化」または「まちづくり」、あるいは「市民グループ＞コミュニティ」内に分散して収められており、検索効率が悪いためである。

研究においては、サイトの観察だけでは分かりにくい事柄（サイトの狙い・管理など）について、サイト管理者へのアンケート調査（Web）を行った。調査対象128件のうち、管理者にコンタクトが可能な116件について調査依頼を送付し、56件の回答を得た。回答率は48.3％であった。
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◇コラム1　総称としての「町内会」について

本章第2節で述べたように、本論においては自治会・町内会・町会というような地域自治組織を総称して町内会と表記することにする。実際に最も多く用いられているのは「自治会」という名称であると思われるが、自治会というのは学校における学生の自治組織など、より広い意味を持ち得る名称である。よって本論中での呼び名としては、直感的に分かりやすい「町内会」を採用した。

　また、これらの組織とやや性質を異にするものではあるが、町内会の上位組織である連合町内会（連合自治会）、および集合住宅（マンション）の自治会についても、本論における総称「町内会」に含めることとする。

総務省（旧自治省）関係の法律上では、町内会を指す際に「地縁による団体」あるいは「地縁団体」という名称が用いられることがある。地縁団体の定義は、地方自治法によると「一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体」であり、ある地域に住んでいる人なら“誰でも”構成員になれる団体だと解釈されている。従って、婦人会・老人会・スポーツ同好会のように構成員の要件として年齢・性別等の特定属性を必要とする団体、特定目的の活動を行う団体は地縁団体に含まれないことになる。

従って青年会・パソコン同好会などは、町内会の組織下にある場合でも、地縁団体には含まれないことになる。そしてこれらの組織は、町内会の活動を全体的に取り扱うサイトを制作・管理している場合が少なくない。町内会サイトというものを考える際、これらの組織が管理するサイトを除外するのは本質的でない。本論では混乱を避けるため、町内会等を表す言葉としては、地縁団体という名称を採用していない。

なお地縁団体の数に関しては、やや古いデータではあるが、旧自治省「地縁による団体の認可事務の状況等に関する調査結果」（平成8年度）が現在唯一の資料であると思われる。これによれば、法人格をもつ認可地縁団体は全国に293,227団体存在するという。本論でいう「町内会」と地縁団体は同じものではないが、町内会のおよその数を把握するためには十分役立つデータだと言えるだろう。

◇コラム2　　町内会サイトの誕生と広がり
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〔表4-1〕 運営にあたり発生する費用 (複数回答、N=43)

第2章からは、町内会サイトの中身に踏み込んで論を展開してゆくわけだが、その前に、町内会サイトの誕生と広がりについて触れておきたい。

まず、本論で定義したような町内会サイトは、いつごろ誕生したのだろうか。

結論から言えば――残念ながら不明である。「元祖町内会サイト」がどこなのかは分からないし、もしかするとそのサイトは既に消滅しているかもしれない。

ただ、インターネットの商用利用が始まったのが1993年であるから、それ以降であることは間違いない。そして1995年11月にWindows95日本語版が発売されると、一般の人でも容易にインターネットに触れ、Webサイトを開設できるようになった（「インターネット」は、この年の流行語トップ10にも選ばれている）。このことから、初めて町内会サイトが誕生したのは、1995年11月以降、おそらく1996年に入ってからであると推測される。

筆者の調査によれば、町内会サイトの開設年は〔表1-1〕のようになっている。
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〔図4-13〕 予算なし-1ヶ月あたり費用総額 (N=23)

費用平均

2,185円
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〔図4-14〕 予算あり-1ヶ月あたり費用総額 (N=23)

費用平均

5,180円
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〔図4-15〕 1ヶ月あたり予算額 (N=46)

調査対象123件（開設年が分かったサイトは107件）のうち最も早く開設されたのは、京都市・深草西浦町自治会連合会の関連サイト、「『にしうら』からこんにちは」である。『編集長の自己紹介』によれば、開設は1996年9月とある。このサイトは、町内会報をWeb上に掲載したものをメインコンテンツとしているが、個人サイトとしての性格も強く、一般的な町内会サイトとはやや趣を異にする。

同じく1996年には、埼玉県鳩山町・鳩山ニュータウン自治会のWebサイトがオープンしている。

1997年に入ると、兵庫県三田市・ゆりのき台自治会（1997年2月開設）、兵庫県宝塚市・ふじガ丘自治会（1997年5月開設、同年8月再オープン）の2町内会が、Webサイトを開設している。

もちろん筆者の調査は、全国の町内会サイトを網羅し
ているわけではない。また、現存するサイトのみを対象としているので、近年開設されたサイトの割合を大きく見積もる傾向にあると思われる（古いサイトほど、閉鎖されてしまっている可能性が高いため）。よって〔表1-1〕の結果は、傾向を見るための参考に過ぎない。

いずれにせよ、上に挙げた4つの町内会は全国に先駆けて町内会サイトを開設し、6～7年経過した今日においても、地域住民に向けて最新の情報を発信し続けているのである。

次に、町内会サイトの広がりについて考えてみる。本論で定義したような町内会サイトは、全国にどのくらい存在するのだろうか。
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〔図4-16〕 運営主体の1ヶ月あたり負担額 (N=40)

この疑問に答えることは大変難しい。そもそも、町内会サイトというものがはっきり定義された存在ではない点が問題となる。また、仮に厳密な定義を確立したとしても、Web上に散在するそれらのサイトを網羅的に調べる方法がない。よってここでは、参考となるデータを提示するに留める。

・町内会サイト関連の単語は、Web上にどのくらい存在するのか
ロボット型サーチエンジン「google」の検索結果は以下の通りである（2003年1月23日現在）。

「自治会」約163,000件

「自治会」and「ホームページ」約32,400件
「自治会」and「サイト」約15,600件

「町内会」約102,000件

「町内会」and「ホームページ」約20,000件
「町内会」and「サイト」約14,200件

「町会」約44,500件　

「町会」and「ホームページ」約8,670件
「町会」and「サイト」約5,040件

検索結果の中には、町内会サイトと全く関係のないページや、類似のページ、重複が大量に含まれる。その一方で、上記のようなキーワード検索ではヒットしない町内会サイトも存在するだろう。よってこの結果から、町内会サイトの総数を推測しようとすることは極めて難しい。強いて根拠のない憶測に頼るとすれば、少なくとも1,000件、多ければ5,000～10,000件くらい存在するのではないかと感じられる。

明らかに言えるのは、今回調査対象とした123件というのが、全国に多数存在する町内会サイトの中のごく一部に過ぎないということである。
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〔表4-2〕企業委託を考えない理由

・町内会サイトの増加傾向
〔表1-1〕で示した町内会サイトの開設年から、町内会サイトの増加傾向（累計）を示したものが〔図1-1〕である。グラフには、参考のためインターネットの世帯普及率を付してみた。

こうして見ると、インターネットの普及に伴って、町内会サイトが同じような伸び率で増加してきている傾向が読み取れる。特に、1998-1999年を境に伸び率が大きくなっているようである。

インターネットが普及すれば、サイトの作り手となり得る人の数が増えるので、サイトの数が増加するのは言うまでもない。それに加え町内会サイトの場合は、インターネットの普及率が上昇し、より多くの地域住民にアクセスされるようになるほどサイトの価値（サイトに情報を掲載することの価値）が高まるという性質をもつ。

全国規模のインターネット普及率ではなく、各地域における普及率が重要になってくる。今後、地域の情報化が進み、サイトへのアクセスが期待できる環境が整えば、サイトを開設しようとする町内会がさら
に増加するものと考えられる。

第２章　町内会サイトの目的
◆第1節　運営目的

◇第1項　概観

全国に点在する町内会の性質がさまざまであるのと同様に、一言に「町内会サイト」と言ってもその種類は多岐にわたる。そのバリエーションの多さは、複数のサイトを注意深く観察して初めて分かるものであり、それらを簡単に分類することは難しい。

本節では、筆者が行ったアンケート調査の結果から、町内会サイトが何を目指して運営されているのか、その目的について分類・整理してみることにする。

設問においては、町内会サイトの目的として考えられそうなものを15項目提示し、これとは別に「その他」を付け加えることもできるようにした（自由記述）。なお、これらの項目は、筆者が100件近くの町内会サイトに目を通し、コンテンツを大まかに整理した結果と、若干の予測に基づいて作成した。

　アンケートの結果を〔図2-1〕に示す。

以下、各項目を(A)から(O)までの記号で表すことがある。項目と記号との対応は〔図2-1〕を参照のこと。また各項目について、「主要な目的である」または「目的である」という回答の比率を、各項目の「選択率」と呼ぶことにする。数値の端数は四捨五入している。

最も選択率が高かったのは、(A)地域内の人に対する、街への愛着・住民連帯感の喚起 であった。選択率は74％、そのうち 主要な目的である との回答も50％に達している。逆に 全く意識していない という回答は神奈川県綾瀬市・上深谷自治会の1件しかなく、ほとんどの町内会サイトで目的として掲げられていることが分かった。

次いで、(B)自治組織の活動履歴記録 および (C)住民の日常生活利便向上 が7割近い選択率となっている。以上(A)(B)(C)の3項目は、町内会サイトの三大目的と言うことができるだろう。

それからやや選択率が下がるが、(D)自治組織への関心喚起・入会促進、(E)短期的な連絡事項の通知、(F)娯楽教養行事・サークル活動の活性化 が選択率5割以上となっている。このあたりまでは、比較的多くの町内会サイトで目的とされている項目であると言える。

選択率の低い方から見てみると、(O)サイト運営に伴う直接収入、(N)商業・観光業の活性化、(M)地域諸問題の解決を目指す議論の場の提供 が選択率2割を切っている。中でも(O)の選択率は0％であった。そもそも、広告などによる収入を得ている町内会サイトが存在しなかった（第4章で詳しく述べる）。

特徴的なのは (J)Web上で楽しいおしゃべりを行う場の提供である。この項目の選択率は26％であるが、主要な目的である という回答は0％であった。

「その他」としては、新規会員や若者が入会しやすい環境づくり、町内会役員層に向けたインターネット利便性のPR、他町内会長との連絡などが挙げられた。

町内会サイトの主な目的は、大まかに言って町内会運営の円滑化・地域住民の利便向上であると言える。次項からは、各項目に関する詳しい説明と、Webを用いる意義について述べる。

◇第2項　町内会の運営に関する機能

町内会が主催するサイトだけあって、町内会の運営に直接メリットを生じるような項目の選択率が高い。すなわち「自治組織（町内会）の活動履歴記録」、「自治組織（町内会）への関心喚起・入会促進」である。

(B) 町内会の活動履歴記録 <70％>

この項目はあまり目立たない存在ではあるが、町内会サイトの主要な目的であることが分かった。これは具体的に言うと、会議の議事録や、各種イベントの記録を残すということである。特に新規会員は、町内会の歴史について興味を持つことだろう。町内会に入ろうかどうか迷っている人にとっても、活動履歴は有効な判断材料となる。歴史を刻むということは、単に記念というだけに留まらず、町内会のアイデンティティを確固たるものにするために必要な作業である。

これまで町内会の活動は、会報や議事録、歴史をまとめた冊子によって記録・保管されてきた。しかし、これらはいつの間にか奥深くにしまい込まれて、人々の記憶から忘れ去られてしまう。ふと「見てみたい」と思うことがあっても、手に届くところに資料がない場合がしばしばであり、探すのも面倒であるから結局そのまま終わってしまう。このように従来の紙媒体（冊子など）では、町内会の活動履歴を生きたものとして長年保存するのは難しいことであった。

それに対してWebでは、インターネットへの接続環境さえあれば、蓄積された過去の情報を見たいときに見ることができる。それは紙媒体と異なり紛失することがなく、いつでも気軽に閲覧できる。

また記録を行う側にとっても、Webを利用することにはメリットが多い。

第一に、作成したデータの蓄積に特別な手間がかからない。ある程度の整理・分類は必要であるが、「町内会のあゆみ」などといった冊子の編集に比べると、はるかに簡単な作業である。また、後から手直しが効く。

第二に、フルカラーの写真をふんだんに盛り込むことができるので、イベントの様子を生き生きとありのままに記録することができる。これは、冊子や町内会報など大量印刷系のメディアにおいては、費用の面で不可能なことである。さらにWebでは、必要に応じて音声や動画も記録することができる。

第三に、蓄積された情報はWebサーバが管理されている限り、半永久的にWeb上に残る。これは紙媒体と異なり全く場所をとらないため、保管に困ることがない（ただしプロバイダ費・サーバレンタル費などが発生する。第4章を参照）。また必要であればCD-R、MO等の媒体に記録して保存・配布することもできる。紙媒体だと色が褪せたり、破れたりすることがあるのに対し、電子媒体ではデータの劣化が全くない点も特長である。

以上のように、活動履歴の記録を行うにあたっては、Webの特性が十分に活かされる。このことが、町内会サイトを開設するメリットの一つであることは明白だ。

(D) 町内会への関心喚起・入会促進 <62％>
この目標は、具体的にはどのようにして達成されるのだろうか。関心喚起に関しては、最新の議事録や会則を掲載していつでも見られるようにしたり、町内会が主催する各種イベントの告知・報告をすることがあてはまるだろう。入会促進に関しては、加入申し込みのための連絡先を掲載することなどだろうか。一部のサイトでは、メールでの入会申し込みが可能になっている。

この項目は、地域住民の心理に訴えようとするものであるから、なかなか狙って達成できるものではない。町内会活動に関する豊富な情報をタイムリーに提供することによって、結果的に達成されることを期待するしかないだろう。その点では活動履歴の記録などと異なり、Webの強みが特に活かされるというものでもない。ただ、回覧板やポスターなどの既存メディアに全く興味を示さない“ある種の”人々が、Webの町内会情報であれば見る気になるかもしれない――という期待感は多くの管理者にあるようだ（第2節参照）。

アンケート調査の結果も、この項目を達成することの難しさを明らかにしている。〔図2-2〕を見ていただきたい。(D)自治組織への関心喚起・入会促進 を「主要な目的である」と答えた17回答者のうち、この目的が「まあ達成されている」または「大いに達成されている」と感じているのは8名（47％）に過ぎないという結果が出ている。この割合は、比較的多くの町内会が「主要な目的である」と答えた5項目……(A)(B)(C)(D)(E)の中で最も低い数字となっている。

町内会の運営に関するこれら2つの項目(B)(D)は、町内会の公式サイトにおいて、特に目的として掲げられやすい傾向にある。このことは、一般の地域サイトと町内会サイトを比べた場合の、明確な相違点の一つとして挙げられるだろう。

◇第3項　町内会からの告知に関する機能

　次に、町内会からの情報告知に関する項目を見てみる。すなわち「短期的な連絡事項の通知」、「娯楽教養行事・サークル活動の活性化」、「防災行事の活性化、防災・防犯情報の周知」である。これらも前項同様、町内会の業務に直接関わる項目であるからか、選択率が比較的高くなっている。

(E) 短期的な連絡事項の通知 <58％>
この項目は地域情報のうち、長期的に保存する意味のない一過性の情報通知（例えば工事の予定、地域内の訃報）を想定している。これらの情報は、短期的にしか必要とされないものだけに、①できるだけ早く ②できるだけ多くの人に　③確実に 伝達することが求められる。その意味で、Webというコミュニケーション手段を用いることにメリットはあるのだろうか。

　短期的な情報を早く確実に伝達する手段としては、第一に電話が考えられる。相手の反応を確かめながらリアルタイムに情報を伝えられる点で、電話に勝る連絡手段はない。しかし所属世帯すべてに情報を伝えるためには、手間と費用がかかる。電話を受ける方も、強制的に作業を中断させられるわけだから、あまり頻繁にかかってくるのは迷惑に感じられるだろう。このような理由で、重要事項を緊急に伝えなければならないとき以外、電話はあまり使われない手段となっている。

それ以外の手段として有力なものは回覧板である。回覧板を使えば、少ない手間で所属世帯すべてに情報を伝えることができる。だが、全戸に情報が行き届くまでに非常に時間がかかり、急ぎの連絡には不向きであるといえる。また回覧板がまわってきても、各世帯がそれに目を通しているかどうかは定かでないので、確実な周知を図ることは難しい。

もし町内会が有線放送などの設備を有していれば、町内放送による連絡は有力な手段となるが、そのとき留守にしている世帯には情報が行き渡らない。

ではWebを用いた周知、つまり町内会サイト上での情報通知はどうであろうか。

まず即時性という点では、他のメディアの追随を許さない。ただ、情報をいち早く掲載しても、ユーザはサイトにアクセスするまでそのことに気づかない。より早く確実に情報を知らせるためには、町内会員を対象としたメーリングリストを利用するなどして、注意を喚起しなければならない。

掲載された情報は、ユーザがいつでも見たいときに見ることができる。これは電話や町内放送との大きな違いである。少しでも早く情報を届けたいときに、このような性質は一見不利であるように思える。しかし昼間留守宅の多い地域では、かえって効率よく情報が行き渡る可能性が高い。また何度でも繰り返し見ることができるので、情報伝達の正確性は高いものとなる。

情報掲載の手間はそれほどかからないが、頻繁な更新が行われているか、あるいは急な事態に対応できる管理体制が必要となる。その意味では、情報の集まる立場にいる人（町内会長など）あるいはそれに近い人が、サイトの管理者であることが望ましい。

このようにWebは短期的な情報通知に向いたメディアであるが、インターネットへの接続環境がない人は、どうしても見ることができないという致命的弱点がある（第3章第3節に関連項目）。よってWebによる情報掲載だけで、全住民に情報が行き渡ることは決してあり得ず、他の手段との併用が必須となる。このため、今のところWebによる情報通知は補助的・試験的な位置づけに留まっている場合が多い。

とはいえ、短期的な情報の伝達は、やはりインターネットの即時性というメリットを最大限に発揮することのできる情報サービスである。将来的に各地域の情報化が進み、大半の世帯がインターネットを常時活用するようになれば、その効果は極めて高いものになると予想される（それでもなお、他の手段との併用は必須であるが）。現状でも、せっかく町内会サイトを開設しているのであれば、その機能としてぜひとも加えたい項目と言える。だが実際の選択率は58％と、やや低いように感じられる。これは何故か。

上にも述べたように、情報通知というサービスは更新頻度の高いサイトでないと機能しない。従って、更新体制が十分に整っていないために、この機能を加えられないケースが相当数存在するものと思われる。〔図2-3〕をご覧いただきたい。情報更新頻度が比較的高い町内会サイトの管理者群（1ヶ月に2度以上）と、更新頻度の低いサイトの管理者群（1ヶ月に1度以下）で、(E)短期的な連絡事項の通知 を目的として掲げる比率の違いを表してみた。すると、更新頻度の高い方に限った場合の選択率は77％となり、町内会サイトの三大目的(A)(B)(C)に匹敵する数字となった。この結果からは、更新頻度の高い町内会サイトは、短期的な情報通知を目的とするケースが多いということがはっきり見て取れる。ただし、短期連絡を目的とするから更新頻度が高いのか、更新頻度が高いから短期連絡が可能なのか――どちらが原因でどちらが結果なのかは分からない。

なお、アンケートにおいては「Webサイトにおける目的意識」を尋ねている。従って、Webサイトとメーリングリストを併用している場合、「目的でない」という回答が導かれた可能性もある。

Webを利用して重要な情報の通知を行いたいのであれば、Webサイトでの情報掲載よりも、メーリングリストを利用する方が確実であると言える。まずは全ての情報をWebサイトに掲載した上で、特に重要な情報・緊急の連絡はメーリングリストにも流す、という使い分けが望ましい。

(F) 娯楽教養行事・サークル活動の活性化 <56％>

娯楽教養行事というのは、町内会が主催するイベントのうち、レクリエーション・教養の向上・会員間の親睦を主目的とするものの総称である。具体的には、夏祭り（盆踊り）・スポーツ大会・文化祭・バザー・敬老会・旅行・講演会・パソコン教室・料理教室などが挙げられる。また町内会の主催でなくても、地域と深い関係のある寺社の祭礼が含まれることがある。サークル活動というのは、特定のメンバーによって行われる娯楽教養活動のことで、町内会とは関係のないグループである場合が多い。この項においては、以上のような行事を総称して「イベント」と表記することにする。

地域コミュニティの親睦に関わる機能の重要性は、第1章第2節に述べた通りである。こういったイベントの成功は、一にも二にもいかに多くの住民を集められるかどうかにかかっている。そのためには、可能な限り多くの住民にイベントの内容・日程を知ってもらうことが必要だ。従来、広報の手段としてはポスターや回覧板が用いられてきた。イベントの広報は急を要することではないので、周知に時間がかかる従来型のメディアを用いることに問題はない。

ではWebを用いるメリットは何なのか。それは、イベントの魅力をより効果的に伝えられる点である。Webを使えば、前年度・それ以前のイベントの様子を、写真と文章をふんだんに用いて伝えることができる。これは、ポスターや回覧板といった限られた紙面では不可能なことだ。またいくつかの町内会サイトでは、イベントの様子が動画によって生き生きと記録されている。イベントに参加したことのない住民が、このようなコンテンツを見ることによって、「面白そうだな、次は参加してみるか」という気になることが期待される。一部のサイトでは、メールによるイベント参加申し込みも可能となっており、「思い立ったらすぐに参加」という流れを誘導している。

副次的効果として、イベントに関するコンテンツをもつことによって、サイト全体が楽しく和やかな雰囲気になることも期待される。

サークル活動の活性化に関して言えば、その地域を拠点とするサークル活動の一覧を作ることが効果的である。もちろん、各サークルがWebサイトを持っている場合にはリンクを貼るわけだが、そうでない場合には活動内容の紹介記事を載せるのが親切だろう。こうした情報は、地域活動にこれから参加しようとする人たち（転入者など）に求められているはずだ。

多くの町内会において、娯楽教養行事が主要機能として位置づけられていることを示すように、この項目(F)は5割を超える選択率を得ている。ただ、大多数の町内会サイトが娯楽教養行事に関するコンテンツをもっている割には、やや低い選択率に留まっていると見ることもできよう。これは、町内会サイトにイベントの様子を掲載したくらいで、イベントが活性化することは有り得ないと考える管理者が存在するものと推測される。

(G) 防災行事の活性化、防災・防犯情報の周知 <48％>
この項目は、主に3つの項目からなる。

①防災訓練・パトロールなど、防災防犯行事の告知および事後報告

②避難場所や災害時の心得、日常の備えなど（行事に関係しない）防災防犯情報

③空き巣・ピッキング・放火など、頻発する犯罪への注意喚起（消防・警察からの情報掲載を含む）

町内会における防災・防犯の取り組みが重要であることは、今さら指摘するまでもない（第1章第2節参照）。では町内会サイトにおいて、防災・防犯情報の掲載は、どの程度の問題意識をもって取り組まれているのだろうか。そのことを特に知るために、この項目(G)は他の行事告知や情報とは別に独立させて尋ねることにした。

①は町内会の行事に関連するという点で、前に述べた(F)娯楽教養行事の活性化 とほぼ同様である。③は、情報が短期的なものである場合には、(E)短期的な連絡事項の通知 と似た性質をもつ。これらの情報をWebを用いて告知することのメリットは、それぞれの項に述べたとおりである。

防災情報をWebに掲載する第一のメリットは、最新の情報をいつでも閲覧できることだ。「防災ハンドブック」のようなもの（冊子）は、携帯性に優れ極めて有用であるが、紛失の可能性からは逃れることができない。Web上の情報は、必要なときにさっと取り出せる点で優れている。また、随時最新の情報に更新できるため、冊子の情報がいつの間にか古くなっていた、というような事態も防げる。

防災情報というのは、地域固有のもの（避難場所など、主に地理的な情報）と、全国どの地域でも大体同じ内容のものがある。そこで後者については、しっかりとした情報が載っているWebページへのリンクを貼ることによっても目的が達成できる。Webのハイパーリンク機能により、無駄な手間を省くことができるわけだ。さらにWebは紙媒体よりも多様で動的な表現ができるので、避難経路や防災地図（ハザードマップ）を分かりやすく表示することができる。

また消防や警察からの連絡が、町内会を通して地域住民にスムーズに伝わってくるような体制をつくることは、地域に必ず良い効果をもたらすであろう。消防署・警察署（交番）が地域の中の頼れる存在として、住民とより緊密な連絡を取り合うために、Webは効果的な手段であると言える。この意味では、消防・警察側の努力と工夫が求められているのではないだろうか。

さて、大地震の発生直後には交通網が寸断されるだけでなく、電話がつながりにくくなるなど通信の断絶も大きな混乱を呼ぶ原因となる。そのような時でも、インターネットは「分散型のネットワーク」であるため、電力さえあれば比較的つながりやすい通信手段であることが分かっている。また、局地的な災害（山火事）が発生した時の非常連絡網として、町内会サイトが役立ったという実例がある（兵庫県宝塚市・ふじガ丘自治会）。

防災情報というのは、それが直接的な被害――ときに生命にも関わることであり、地域住民の誰一人として「知らなかった」では済まされない。この点が、娯楽教養に関する情報との最も大きな違いである。全員に確実に周知しなければならないという意味では、ここでもやはり他のメディアとの併用が必須となる。

この項目(G)の選択率は48％であった。防災訓練のような行事が、年に1回か2回行われる程度であることを考慮すれば、その他イベントの告知や情報提供に比べて、目的としてはあまり意識されない傾向にあることも理解はできる。しかしその機能の重大性を考えれば、さらに多くの町内会サイトが、防災・防犯関連の情報提供に本格的に取り組むことが切に望まれる。

◇第4項　地域諸問題の提起・議論に関する機能

地域内における諸問題の取り扱いに関する項目を見てみる。すなわち「地域諸問題の告発・住民が問題提起をする場の提供」、「地域諸問題の解決を目指す議論の場の提供」である。これらは、地域内部に関する目的設定であるにも関わらず、選択率が低いのが特徴である。

(K) 地域諸問題の告発、住民が問題提起をする場の提供 <24％>
(M) 地域諸問題の解決を目指す議論の場の提供 <18％>
地域諸問題というのは、都市計画的で規模の大きい問題と、住民マナーに関する規模の小さい問題の2つに大別される。前者は、高層建築や廃棄物処理施設、商業施設の深夜営業による住環境悪化の問題、伝統的建築物の保存に関する問題である。後者としては、違法駐車・迷惑駐輪、路上にはみ出た陳列物による通行妨害の問題などが挙げられる。この2つは性質を異にするものなので、別々に分けて論じる。

◎規模の大きい問題

都市計画的な問題は一般に被害の程度が大きく、住民間で解決できる範囲を超えている。よって、地域住民が一致団結して交渉・運動にあたることとなり、住民運動の一環としてWebサイトが活用される。すでに町内会のサイトがある場合には、そこに地域問題のコンテンツを加えればよいのだが、そうでない場合は新しくサイトを開設することになる。

サイトを新設する場合は目的意識がはっきりしているため、地域問題に関係のないコンテンツ（日常生活利便や娯楽教養関係）はほとんど意識されない。また規模の大きい問題を取り扱う場合、地域外に向けて広く問題を告発し、支援者を募ったりする必要性から、サイトの性格が対外的になりやすい傾向がある。こうして、地域問題の告発に特化した町内会サイトが生まれる。問題告発型のサイトは一般的な町内会サイトと全く方向性が異なり、今回の調査対象の中でも異質な存在として際立っている。

具体的には、東京都八王子市・丸山町自治会（廃棄物処理施設の問題）、さいたま市・みどりが丘自治会（商業施設深夜営業の問題）、長野県上田市・浦野自治会（小学校の保存問題）のサイトが問題告発型に分類される。丸山町自治会・みどりが丘自治会のサイトは特に典型的で、地域問題の概要・相手方とのやりとり・掲示板・過去に投稿された記事（過去ログ）などが配置され、娯楽の要素は全くない。また、みどりが丘自治会のサイトは2000年以降更新されておらず、問題告発に特化したサイトがともすると一過性になりやすい傾向を示唆している。浦野自治会のサイトは地域問題をきっかけに開設されたものだが、一般的な町内会サイトに見られるようなコンテンツも含んでおり、中間的な性格をもっている。

なお、住民運動が始まると町内会とは別の住民団体が発足し、そこが主体となってサイトを開設することがある。今回の調査では対象に含めていないが、横浜市・新橋環境を守る会（廃棄物処理施設の問題）、千葉市・住みよい明るい街づくりの会（高層建築の問題）などのサイトは、問題告発型の地域サイトと類似している。

◎規模の小さい問題

住民マナーに関する問題は地域内で解決すべき問題なので、地域外に向けて問題を「告発」する必要はない。従ってこうした問題で、告発型のサイトが新設されることは まず無い。また、サイトの中心的なコンテンツに位置づけられることもなく、サイトの一部で扱われる。これらの問題は、特定のコーナーにおける記事として取り上げられたり、掲示板で問題提起がなされたりする。

サイト内の特定コーナーで取り上げる場合は、管理者自らの問題意識あるいは投稿されたメールに基づいて、問題箇所（例えば違法駐車の現場）の写真などが掲載される。それらは一方的な問題提起・モラル意識の喚起に終わることもあり、期待される効果は未知数である。その代わり、サイトの雰囲気が悪化するような副作用もない。

一方、掲示板において問題提起がなされた場合には、複数のユーザを巻き込んだ議論に発展することがある。建設的な議論がなされれば良いのだが、場合によっては互いに罵り合ったりして、過度に攻撃的な雰囲気になることもしばしばである。規模の大きい問題の場合、良くも悪くも住民vs外部組織（企業や自治体）という図式があるため、住民（≒ユーザ）同士の争いは起こらない。規模の小さい問題では、住民同士が敵味方に分かれることがあり得る。さらにWebの掲示板は匿名でも発言できるため、面と向かっては言えないような罵詈雑言が飛び出したり、露骨な皮肉合戦が展開されがちだ。Webの匿名性を排除するために、会員専用の掲示板を設置することも可能である。しかし、ただでさえ町内会サイトの掲示板には投稿が少なく、制限を設けた場合、さらに閑散とした雰囲気になることが予想される。

議論のために設置された掲示板ならばともかく、そうでない掲示板の場合、いったん雰囲気が悪くなってしうとそれ以外の話題は途絶えてしまう。掲示板の雰囲気が悪くなれば、ひいてはサイト全体にも影響を及ぼしかねない。それだけに、掲示板を設置するか否か、どのような話し合いや議論を誘導してゆくかは難しい選択である。

アンケートの項目として (K)問題告発、問題提起 と(M)議論の場 を分けたのは、Web上での問題議論に前向きかどうかを尋ねたかったためだ。結果として、前者<24％>より後者<18％>の方が若干低い選択率に留まったことからは、「地域問題の提起はするが、解決に向けた議論はWeb上で行わない」という姿勢がうっすらと見えてくる。面と向かって話し合わなければ問題が解決できないというのはもっともであるが、理性的な議論に不慣れな日本人らしい結果とも言える。（ただし大規模な問題を扱っているサイトの場合、相手方が住民ではないため、町内会サイトにおける議論はもともと不可能である。）

さて(M)議論の場の提供<18％> は、サイトの雰囲気を悪くしかねないという意味で、(F)娯楽教養行事<56％> の掲載とは正反対の項目と捉えることもできる。「地域問題は特に存在しない」と考える町内会もあるだろうから、選択率に差が出ることは当然であるが――今のところ大半のサイト管理者は、サイトの雰囲気を楽しく和やかなものにすることに主眼を置き、殺伐とした雰囲気に陥るリスクを回避していると考えられる。

地域自治を達成するためには、住民間の建設的議論が活発に行われる環境の整備が不可欠だ。だがアンケートの結果からは、Webを用いて地域問題の議論を行おうとするのは時期尚早だという考え方が浮き彫りになった。これは、自治体（市町村）サイトの内容を考える上でも参考になる結果ではないだろうか。理想論かもしれないが、Web社会における利用者モラルの成熟が待たれるところだ。

◇第5項　外部への情報発信に関する機能

町内会という組織は、地理的に極めて限定された人と人とのつながりである。そして限定されているがゆえに、地域密着型の組織として存在意義が見出される。だが、限定的であることが閉鎖的な性格につながるのは好ましくない。町内会のネットワークを外に開けば、さらなる可能性が見えてくるはずだ。

そもそもインターネットといえば、世界全域にまたがる広大さ・巨大さが第一の強みである。町内会サイトは、地域の外に住むまだ見ぬ人々と、町内会とを結ぶ架け橋としての役割を担うことができるのではないだろうか。この項では、組織外への情報発信に関する機能、すなわち「地域外の人に対する、街への興味関心・転入意欲の喚起」「新しい人的ネットワークの形成、人と知り合う機会の提供」について考えてみる。（「商業・観光業の活性化」も外部への情報発信に関係するが、選択率が低かったことから第7項で論じることとした）

(I) 地域外の人に対する、街への興味関心・転入意欲の喚起 <32％>
地域外に住む人に街の魅力を伝えようとするなら、Web上に街の情報を掲載するのが最も手軽で、実現しやすい方法である。それ以外の手段を望むのであれば、テレビ・新聞などマスコミの力に頼るしかない。マスコミの影響力はWebより遥かに強力であるが、そう簡単に取り上げてもらえるものでもない。Webであれば、いつとも知れぬ取材の機会を待つことなく、自分たちのやる気次第でいくらでも情報を発信することができる。わずかな資金と比較的少ない手間で情報を発信でき、その情報は日本中（あるいは世界中）の人々に見てもらえる可能性がある。Webを用いるメリットは、以上のように明白である。

特別なコンテンツを準備しなくても、この項目を達成することはできる。地域内の住民に向けたイベント情報や地域情報がしっかりしていれば、地域外の人にも街の雰囲気が伝わるものだからだ。ただ、地域外ユーザの存在をより強く意識するのであれば、住民の誰もが知っている基本的な情報も掲載することになる。その代表的なものは「まちの紹介」であり、所在地・地理的な特徴・交通アクセスなどの情報をまとめたものである。まちの紹介は前書き的な存在として、サイトの体裁を整えるために掲載される場合もあるが、それが特に充実している場合は、地域外からのアクセスを意識していると考えてよいだろう。

さらに明快なのは、英語で書かれているページが存在する場合である。このようなサイトはほぼ間違いなく、地域外（国外）からのアクセスを意識している。極端なケースと思われるかもしれないが、東京都町田市・忠生忠霊地区自治会を筆頭に、いくつかの町内会サイトが英語ページを備えている。

外部に向けた情報発信に特化している町内会サイトもある。代表的なのは、岐阜県古川町・笹ケ洞自治会、島根県旭町・重富自治会のサイトである。住民向けのコンテンツは少なく、美しい自然や観光名所、田舎暮らしの魅力や帰農に関する情報が豊富だ。一般に過疎地の町内会サイトは、外部への情報発信に力を入れているケースが多い。

町内会サイトの中には、その街が何県の何市にあるかも記述していないものも存在する。地域内の利用だけを考えるのか、地域外も含めて考えるのか、地域外をメインにするのか――ターゲットの設定は、町内会サイトの性格が明確に分かれるポイントである。

さてこの項目の選択率であるが、32％と比較的低い数字になっている。同じく「街への興味関心を高める」という項目でも、地域内の人を対象とした(A)の選択率は74％と非常に高い。このことから「町内会サイトは、地域外よりも地域内の住民を主なターゲットとしている」という全体的な傾向が確認できる。これは予想通りの結果で、驚くには値しない。そもそも地域外の人に情報を提供しても、町内会が直接的なメリットを得ることはない。また実際に、外部からどの程度のアクセスがあるかという点も疑問である。

そう考えると、むしろ32％の町内会サイトが外部ユーザを意識しているという事実に注目すべきであろう。直接的なメリットが得られないコンテンツを、手間暇かけて（ときに翻訳までして）制作するのは、自分たちの街の素晴らしさを広く知らしめたいという純粋な気持ちがあってこそである。その気持ちが強ければ、外部からのアクセスが期待できないと諦めるのではなく、さまざまな工夫を凝らしてアクセスアップを図ろうとするだろう（第3章第2節を参照）。第7項(A)でも述べたように、管理者の想いが強ければ強いほど、町内会サイトは個人サイトとしての性格を強めてゆく。そういう意味でも、この項目を目的として掲げる町内会サイトは、面白い存在であると言えるだろう。

(H) 新しい人的ネットワークの形成、人と知り合う機会の提供 <46％>

上で述べた(I)は「街への興味関心を高める」という項目であったが、この項目は街ではなく「人」、人のつながりに着目したものである。新しい人的ネットワークというのは、地域外の人とのつながりはもちろん、地域内に住んでいる町内会未加入者との接触も含むことになるだろう。やや曖昧な感じは否めないが、「インターネットは人と人とを結びつける」という筆者の考えに基づき、アンケート項目に加えることにした。なお、第7項(J)が関連項目となっている。

地域内に住む未加入者とのつながりについては、(D)町内会への関心喚起・入会促進 の項目がそれにあたるので、そちらを参照されたい。

従来、町内会という組織が地域の外とつながるためには、組織内の誰かの紹介が必要であり、その範囲は狭く限られていた。Webによって人脈が広がる可能性には特筆すべきものがある。Webによって出会った他地域の人とは、サイトの相互リンクを行うことはもちろん、町内会のあり方に関して貴重な意見交換ができるのではないか。

人脈拡大のきっかけを作るためには、街の情報を広く外部に発信することと、地域外のユーザが町内会員に接触するための手段を用意することの2点が前提となる。後者の「手段」とは、管理者のメールアドレスを公開すること、あるいは掲示板・チャットなどのコミュニケーション装置をサイトに備え付けることである。

さらに言えば、ただ掲示板があっても、外部からの書き込みを躊躇させるような閉鎖的な雰囲気が漂っていてはいけない。だが、掲示板の発言が内輪に偏るのは、町内会サイトの性質上仕方のないことである。もし外部からのコンタクトを積極的に望むのであれば、外来者用のゲストブック（返信をあまり伴わない掲示板）を設ける方法もある。実際に書き込みがなされるかどうかは分からないが……。

本項の(I)で述べたとおり、町内会サイトの多くは地域内の住民を主なターゲットとしている。従って筆者は、この項目(H)の選択率はそれほど伸びないのではないか、と予想していた。だが結果的には46％と、まあまあの選択率になっており、「主要な目的である」との回答も9件(18％)あった。Webを用いた人的ネットワーク作りを意識する管理者は決して少なくない、と言える結果ではないだろうか。

実際、遠く離れた町内会のサイト同士が相互リンクの関係にあることはしばしばある。これは単にアクセスアップの手段であるかもしれないが、より本質的には、他の町内会（会員）との関係を積極的に形成してゆこうとする動きであると見るべきだろう。また静岡県沼津市・駿河台自治会のサイトには、「海外からの問い合わせもあります」という記述がある。そのような経験をすると、人的ネットワークの形成というのがWebの魅力であることが実感されるだろう。

◇第6項　一般的な地域情報の提供に関する機能

ここでいう地域情報とは、町内会に直接関係のない情報を指す（町内会関連の情報については別項(E)(F)(G)を設けた）。毎日の生活に直結した地域情報の提供は、多くの住民に求められている機能だと思われる。そのニーズに応えるように、「住民の日常生活利便向上」の選択率は高くなっている。

またこの項では「商業・観光業の活性化」についても触れる。この項目の選択率が低かったことから、店舗の情報が商店主の立場ではなく、住民の立場から見た地域情報の一部として取り扱われている様子が分かる。なお観光業については、選択率が低かったため取り上げない（第5項(I)に関連項目）。

 (C) 住民の日常生活利便向上 <70％>

この項目を実現するためのコンテンツとしては、地域の店舗・公共施設・医療施設・保育施設に関する情報、ゴミ収集に関する情報、公共交通機関の時刻表などが挙げられる。

Webを用いて地域情報を提供することのメリットは、①随時、最新情報に更新できる　②表現力が高い（写真等の掲載）　③情報提供にかかるコストが安価　④情報の受け手（ユーザ）によって紛失されない　⑤掲示板を用いた情報交換が可能――以上5点に要約される。

この項目の選択率は70％と高く、(A)地域内の人に対する、街への愛着・住民連帯感の喚起<74％> および (B)自治組織の活動履歴記録<70％> と並んで町内会サイトの三大目的に位置づけられる。多くのユーザにとって地域情報は有用な情報だと考えられるので、この結果にも納得がいく。

だが、この項目について「主要な目的である」との回答は16件（32％）に留まっており、(A)の25件（50％）、(B)の20件（40％）に比べると若干低い。町内会サイトにとって、「地域情報の提供が必ずしも第一目的だというわけではない」という結果が出たと言える。このことは、町内会サイトが一般的な地域サイトとやや異なる点として認識しておくべきであろう。

そもそも地域情報のやりとりというのは、地域コミュニティの主要な機能ではあるが、町内会という組織の機能としては含まれないものであった。従来は住民同士の直接対話、いわゆる「井戸端会議」によって地域情報の交換がなされ、そこに組織が介在する必要はなかったのである。住民間の関係がやや希薄になった現在、情報収集の補助手段としてWebが登場したわけであるが、Web上で住民の集まる場所として「井戸」に代わる存在が必要となった。そこで、地域コミュニティの具体化したものである町内会が、サイトという場を提供しているのだと考えることができる。ただその結果として、情報交換の場としての掲示板よりも、掲載された情報そのものに需要がある場合も多いのであるが……。（なお「井戸」という比喩は、兵庫県宝塚市・ふじガ丘自治会のコンテンツでも使われている）

町内会サイトにとって、地域情報の提供という機能は必要不可欠というわけではないが、より多くのユーザを引き付けようとするのであれば、ぜひとも付加したい機能である。地域情報の掲載によってサイトの魅力・情報価値が向上し、町内会の情報には興味のないユーザからのアクセスが期待できるからだ。そういったユーザは、最初は町内会関係のコンテンツに見向きもしないだろうが、徐々に興味を抱くことになるかもしれない。きっかけはともかく、町内会に触れる機会を生むことが大切なのである。

地域情報の提供によりアクセスアップが達成されれば、他の多くの目的にとってもプラスとなる。この項目を主要な目的とする場合はもちろん、そうでない場合にも地域情報を充実させることが望ましい。ただし、情報収集や管理作業の手間が増大することを考慮に入れ、主客転倒することのないよう、作業量を上手くコントロールする必要があるだろう。

(N) 商業・観光業の活性化 <12％>　※ここでは商業についてのみ述べる
本項のはじめに、地域情報としては店舗・公共施設・医療施設・保育施設に関する情報などが挙げられることを述べた。これらの施設はどれも重要性の高いものであるが、最も利用頻度が高く、多くのユーザに必要とされているのは店舗の情報であろう。私たちの生活は、地域の店舗が販売する商品やサービスに大きく依存している。地域情報を提供する上で、店舗の情報を掲載しないのでは片手落ちだと言えるだろう。

町内会サイトに店舗の情報を掲載することにより、住民の利便が図られると同時に、地域商店にとっての広告効果も多少は期待できるはずだ。そう考えてこの項目をアンケートに加えたのだが、実際のところ選択率は12％と極めて低い結果に終わった。サイト管理者の多くは、商店側のメリットを意識していないのである。地域商店からの広告費を受け取っているサイトが存在しないことも、この姿勢を裏付ける結果と言える。

町内会サイトに掲載される店舗情報は、あくまでも住民の視点に立った、広告性のない客観的な情報なのである。この点は、商店街が運営する地域サイトや、広告収入が絡む商業的なポータルサイトとの大きな違いである。口コミ的な地域情報を求めるユーザを、町内会サイトに引き付ける一つの魅力として注目すべき事柄だろう。

このように遠慮のない情報が価値であることを理解すると同時に、個人的には、地域の商店を地域の一員と考え、配慮があってもいいのではないかと思う。折りしも不況という時代背景、特に地域に密着した個人経営など小規模事業者の不振は、商店主＝地域住民であることもあり、地域にとっても大きい痛手になるだろう。ホームページを持てないような店も多い。そういう店に、町内会サイトが手を差し伸べることもありではないだろうか。
◇第7項　情緒的・心理的機能

(A) 地域内の人に対する、街への愛着・住民連帯感の喚起 <74％>
〔図2-1〕を見てまず目を引かれるのは、「地域内の人に対する、街への愛着・住民連帯感の喚起」という項目が最も多く選択されていることだ。50％のサイト管理者が、この項目を「主要な目的である」と考えており、その選択率は「目的である」と合わせると74％に達する。逆にこの項目を「全く意識していない」と答えたのは、上深谷自治会の1件のみである。

このことは実に注目すべき点である。町内会サイトは、街への愛着や地域住民の連帯感といった、情緒的・心理的作用を閲覧者に引き起こすことを主要な目的の一つとしているのである。少なくともサイト管理者の側は、実用的な地域情報を発信したり、町内会運営に関わる作業を効率化するためだけにサイトを運営しているのではないことが分かった。
一般に「地域サイト」と言えば、地域情報の発信拠点として、その実用的な側面ばかりが注目されがちである。しかし、とりわけ町内会サイトを考える際には、情緒的・心理的側面についても見逃してはならない。

もちろん商業的な地域サイトも、情緒的・心理的側面と無縁というわけではない。我々は、自分の住んでいる地域や同郷の人々に対して、ある種の親近感を覚えることがある。商業的な地域サイトの多くは、見慣れた風景をページの中に織り込んだり、同じ地域に住んでいる人同士の交流の場を設けたりして、コンテンツに対する親近感を喚起する。利用を重ねるうちに、それは自然とサイトそのものに対する親近感につながってゆき、やがてはユーザがサイトにアクセスしようとする無意識的な動機の一つとなる。（この手法は、いわゆる「コミュニティサイト」の地域限定版と言えるものである）

従って、商業的な地域サイトも町内会サイトも、人々の情緒・心理に訴えかける点では同じである。しかし、前者はそれがユーザ囲い込みのための手段であるのに対して、後者（町内会サイト）では主要な目的の一つであるという点で性格が異なる。

それでは、町内会サイトの主要な目的として、街への愛着・住民連帯感の喚起という項目が挙げられるのは何故なのだろうか。それには二つの理由がある。

第一の理由は、サイト管理者自体、愛郷心の強い人が多いことである。

実際、今回実施したアンケート調査の結果が、この推測を裏付けている。〔図2-4〕に、サイト管理作業を引き受ける理由として「自分のまちが好きだから」を選択した回答者群とそうでない回答者群とで、「地域内の人に対する、街への愛着・住民連帯感の喚起」をサイトの目的として挙げる割合がどのように異なるかを示した。この図からは、まちが好きだという気持ち（愛郷心）からサイトの管理をしている人は、自分の作った町内会サイトの目的として「地域内の人に対する、街への愛着・住民連帯感の喚起」を挙げやすい傾向にあることが示唆される。

我々は、自分の好きなものを紹介し、他の人にも好きになってもらいたい（かつ、その興味を共有したい）としばしば考える。このような動機に基づいて、自分の趣味に関するサイトや有名人の非公認ファンサイトなど、多くの個人サイトが開設されている。町内会サイトも、自分の好きな街のことを皆に知ってもらい、より一層の興味を持ってもらいたい、という想いから作られる場合が少なくない。ここに、町内会サイトの一種「個人サイト的な」側面を見ることができる。

第二の理由は、多くのサイト管理者が「地域のために、住民の意識向上が必要だ」と考えていることである。

サイト管理者の中には、町内会の役員として地域活動を主催する側に立ち、その難しさを実感した人も少なくないだろう（※補足参照）。健全な地域活動は、自分たちの住む街に十分な関心を抱く地域住民がいて初めて成り立つ。住民同士の連帯感がなければ、コミュニティとしてのまとまりは存在せず、地域も町内会もバラバラになってしまう。役員がいくら頑張っても、住民の意識が総じて低ければ、地域活動は不完全燃焼に終わってしまう――こういったもどかしさが、町内会サイトの運営目的として「街への愛着・住民連帯感の喚起」という項目を選択する一因となっているのではないか。

※補足

アンケートでは直接尋ねていないが、自由記述部分の回答から、少なくとも約4割のサイト管理者が町内会の役員経験（会長・副会長、広報担当など）をもつことが分かった。ただし、自由記述部分にそのような言及がない回答の中にも、該当するケースが含まれる可能性がある。従って実際には半数以上のサイト管理者に、町内会の役員経験があるものと推測される。

(J) Web上で楽しいおしゃべりを行う場の提供 <26％>
Webではチャットを用いて、ほぼリアルタイムで会話を楽しむことができる。また、より一般的なシステムである掲示板によっても、会話に似たコミュニケーションを交わすことができる。コミュニケーションの場としてのWebは、直接対面しての会話よりも、表情や口調が分からないので、ニュアンスが汲み取りにくい弱点がある。だがこれも一般的には言われていることであり、Webに慣れた人であれば察知することも可能になってきている。実際に会うというのは両者の都合・タイミングが合わないとできないが、Webならは24時間コミュニケーションをが取ることが可能だ。

町内会サイトにおいてチャットが備えられているところは少ないので、この項では掲示板について論じることにする。利用者にとっての掲示板は、大きく分けて3つの場となり得る。すなわち、①情報収集の場　②問題解決の場　③楽しいおしゃべりの場　である。

①「情報収集」というのは、何かが知りたい、何か分からないことを尋ねたい（質問）、というような場合の会話である。必要に迫られている場合と、情報に対する好奇心による場合がある。今回のアンケートにおいては、直接ではないが「住民の日常生活利便向上」という項目が、このような掲示板の使われ方を含んでいる。Web上では実際のところ一番多いコミュニケーションのモードである。

②「問題解決」というのは、すでに存在している問題を対象に、討論を行って解決への糸口を図ることである。極めて理性的に行われる場合もあるが、感情的になると怒り・ストレスなどの負の感情に支配されることもある。今回のアンケートにおいては、「地域諸問題の解決を目指す議論の場の提供」という項目が、このような使われ方を想定している。

③「楽しいおしゃべり」というのは、社会学的には「コンサマトリー（自己目的的）」な会話と言われるものである。話そのものの楽しさに価値を見出すようなおしゃべりのことを指す。実益がない点で①とは対極にある。感情としては楽しさ、面白さに支配される点で、②とは対極にあると言える。本項で扱っている項目は、このような使われ方を想定している。

この3つのモードは、混在しているものであり、明確に分離できるものではない。だが、気の合う人同士が話をするときには、③の会話をしていることが多い。①の目的であっても③を含んでいたりする。話というのは、連帯感を生むもとになると考えられる。

この項目は26％と低い選択率に終わっている。掲示板が設置されているサイトは数多いが、投稿が少なく「おしゃべり」が成立しないことによるものと思われる。
◆第2節　ユーザにとっての利用目的

ここでは、サイト利用者（ユーザ）がサイトを閲覧する目的について考えてみたい。アンケートを行っていないので確かなことは言えないが、興味深い資料として、インターネットドットコムのリサーチと、駿河台自治会のアンケート調査資料を紹介しておく。

インターネットドットコムおよびインフォプラントの調査（2001）によれば、「地域情報サイト」を利用したいとするネットユーザは80％にのぼるが、その目的は「飲食店の情報が知りたい」（77％）、「公共施設の情報が知りたい」（69％）、「スーパーの特売情報が知りたい」（51％）、「口コミ情報が欲しい」（40％）など、町内会サイトが一般的に提供するコンテンツとは異なるニーズがあることがうかがえる。そして、「自分の住む地域の住民と仲良くなりたいとは思わない」という回答が4割あったといい、地域情報へのニーズは高いが、近くの人との交流を求めるユーザが必ずしも多くない、ということが分かる。

町内会サイトの管理者は、「街への愛着・住民連帯感の喚起」という事柄をサイト運営の主要な目的の一つとして掲げていることを述べたが、この目的と不整合が起こるようにも思われる。しかしWebサイトを閲覧しているとき、最初は興味のなかったコンテンツにも、何回かアクセスするうちに「見てみようかな」と思うことがある。これは「目的可変性」とでも呼ぶことができるだろう。ネットサーフィンというような、リンクをたどって次々と異なるサイトを閲覧してゆくようなスタイルが存在するのは、この目的可変性によるものである。この性質により、ユーザの目的が最初は地域情報の収集であっても、町内会サイトがきちんと作られているものであれば、管理者の狙いを達成することができると考えられる。ただし最初の門を広く開けておくためにも、地域情報を充実させることが必要であるといえる。

駿河台自治会の調査（2001）によれば、当自治会サイト利用者の年齢構成は〔図2-5〕のようになっている。20・30・40代を合わせた割合は5割以上に達しており、働き盛りの世代や若年層に対する地域活動のアピールツールとして町内会サイトが有用であることが示唆されている。他の町内会サイトにおいても、インターネットを用いて情報を発信する理由として「若年層の意識喚起」を挙げるところは多かったが、その目的は達成可能であると言うことができるだろう。

第３章　町内会サイトの目的達成に向けて
◆第1節　サイトの内容（コンテンツ）

町内会サイトはいかにして目的を達成しようとするのか。その手段であるコンテンツについて見ることにする。

【生活利便向上機能】

地域サイトの最も基本的な機能であり、最も需要のあるコンテンツ。地域での実生活に必要な情報、知っておくと得をする情報を集積し、整理して掲載する。地域コミュニティにおける井戸端会議や、「暮らしの便利帳」のオンライン版。

役立つ地域情報が豊富に存在することで、人が集まり、より高次な機能の実現へとつながってゆく。

商業ベースの地域ポータルサイトは、大量のアクセスを獲得しなければ継続して運営できないため、相当規模の都市圏を対象として扱う場合が多い。これに対して、草の根の町内会サイトは、地域に密着したきめ細かい情報で対抗することが十分可能である。

・商店街および店舗情報

〔店舗名、店舗種別、住所、地図、電話番号、休業日、営業時間、商品紹介、店舗HPへのリンクなど〕

・公共施設情報

〔市区町村役所、コミュニティセンター、警察署、消防署、銀行、郵便局、駐車場、教育施設、保健所、税務署、福祉事務所、児童相談所、電気、水道、ガス〕

・医療施設情報

・幼稚園および保育園情報

・ゴミの出し方（分別）、リサイクル情報（資源ゴミ回収、＊＊求む）

・工事のお知らせ（一時的告知）

・最寄り駅・バス停の時刻表

・地域地図、地図サイトへのリンク、地域内住所検索

・天気予報サイトへのリンク、地方新聞Webサイトへのリンク

【防災・防犯機能】

・防災訓練の告知

小規模地域や集合住宅においてはWebよりも、ポスターや回覧板の方が告知効果が高いと思われる。よってWebでの告知はあくまでも補助的手段に過ぎない。

ただし一歩進んで、地域内メーリングリストでの告知を行えば、より確実な周知が実現するであろう。

・防災訓練の結果報告、資料および成果物の掲載

地域の防災に関心があっても、やむを得ず訓練に参加できないという人もいる。防災訓練の内容をまとめたものの中には、当日参加しなかった人に有益な情報が含まれる可能性が高い。訓練で配布した資料や、ハザードマップ等の成果物をWeb上で公開すれば、いくつかのメリットが得られる。

　また、防災訓練に参加する気のなかった人でも、これらの報告を読むことによって防災意識が高まったり、次回の訓練に参加しようという気を起こすことが期待される。

・防災関連情報の常時掲載

　日頃から頭に入れておくべき地域の防災関連情報を整理し、Web上に掲載する。災害時の避難場所、避難経路など。

・住民同士が知り合う機会の提供

・地域で多発する犯罪や悪質商法への警告

【帰属意識形成機能】

・まちの歴史

　どのような街でも、その街独自の歴史がある。それらは現在の生活と直接関係がなさそうであっても、地域のアイデンティティとなり得るものである。自分のまちを知る第一歩として、近年の概略と昔の様子、神話などの情報を読むことには価値がある。第一に、歴史を知ること自体が娯楽の一つとなる。第二に、近所の人との話題を得ることができる。第三に、散策などをより楽しめるようになる。

・まちの紹介

町内会サイトを開設することにより、外部の人に対して、自分たちのまちの存在をアピールすることができる。多くの地域サイトが、まちの紹介を備えている。これらは、転入を考える人にとっては実用的な情報ともなる。

・四季の写真

・掲示板、チャット

【レクリエーション機能】

・地域行事告知、地域行事スケジュール

・地域行事報告

掲載されたコンテンツは参加者にとって記念となり、まちにとっては歴史として一つ一つ積み重なってゆく。

行事に参加する気のなかった人でも、これらの報告を読むことによって、次回の行事に参加してみようという気を起こすことが期待される。写真をふんだんに取り入れ、楽しい雰囲気を生き生きと伝えるページであればあるほど、その効果は高くなるはずだ。

また、小学校の学芸会や運動会のコンテンツは、学校におけるIT指導の一環としても利用可能なのではないかと考えられる。

・地域サークルの紹介、入会案内

　サークルの活動内容を、写真などを交えて詳しく説明してあれば、掲示板での書き込みから雰囲気も推し量ることができる。ポスター1枚、文章だけの説明を読むよりも安心してコンタクトをとることができる。

また、参加しなくても、地域活動の存在を知り、コンサートを聴きに行ったりする住民が増えたりすれば、大きな意味があると言える。

・地域サークルの成果物、住民による作品の掲載（絵画、写真など）

・コミュニティセンターの情報、予約状況、利用予約

・散策路ガイド、公園紹介

・掲示板、チャット

【自治機能】

・モラル問題について（掲示板での議論を含む）

・自治組織への入会案内および会費案内、組織長あいさつ

・組織規則、議事録

・メール（要望・問い合わせ）

・地域ボランティアの紹介

【都市計画に関する機能】

・マンション建設問題に関する情報、活動記録

・都市計画関係ページへのリンク（都市計画道路など）

【サイト運営のためのコンテンツ】

・更新履歴、ＨＰ管理者募集、・健康情報

◆第2節　アクセスアップの必要性とその方策

テレビ番組の人気を示すためには視聴率が、CDの売れ筋を見るためにはセールス枚数が重要な指標である。これと同様にWebサイトにとっては、のべ何人が見に来たかということを表す「アクセス数」が、一般的に重要な指標とされる。アクセス数はサイトのPR効果や広告収入と密着しており、商業的なWebサイトにおいては特に重視される指標であるが、町内会サイトにおいてはどうであろうか？　この節では、町内会サイトのアクセス数の実態と、その意味について考えることにする。

◇3-2-1　アクセス数の実態

町内会サイトの月間アクセス数を〔図3-1〕に示した（総ページビューではなくトップページのヒット数。管理者による自己申告）。最も少ないところでは20、最も多いところでは2700と幅が広い。大まかに見ると、200以下、200～600程度、1000以上とほぼ3等分されるかたちになっている。

町内会サイトのアクセス数は、対象とする地域の人口、あるいは町内会に所属する世帯数に大きく影響される。よって、サイトが人々をひきつける力を公正に評価するためには、アクセス数を人口あるいは世帯数で割った指標を用いるのが適当だと考えられる。ここでは、月間アクセス数を町内会に所属する世帯数で割ることとした。

※町内会の所属人数が分かっており、所属世帯数が不明なケースについては、

区の統計から1世帯あたりの人口を調べ、所属世帯数＝所属人数÷（1世帯あたりの人口）とみなした。

　所属世帯あたりの月間アクセス数を〔図3-2〕に示した。最大値である37.50を除外しても、最も少ないところで0.03、最も多いところで3.88という幅の広い結果が出た。
 さて、総務省『情報通信白書』（平成14年版）によれば、2001年末の時点でインターネットの世帯普及率は60.5％となっている（〔図1-1〕を参照）。以下ではこの値を基に、6割の世帯がインターネットを利用できることを前提とする。すると「町内会に所属し、インターネットへの接続環境を有している全ての世帯が、1ヶ月に平均1回以上サイトにアクセスする」という現象は、「所属世帯あたりの月間アクセス数が0.6以上」という条件に置き換えられる。同様に、「町内会に所属し、インターネットへの接続環境を有している全ての世帯が、1ヶ月に平均2回以上サイトにアクセスする」という現象は、「所属世帯あたりの月間アクセス数が1.2以上」という条件に置き換えられる。

実際には「平均」というところが重要で、0.6という値を達成しても、インターネットを利用可能な全世帯からのアクセスが実現しているわけではない。そのことを念頭に置いた上で、0.6および1.2という数字を評価基準として用いることを提案したい。

以下本論において、所属世帯あたりの月間アクセス数が0.6未満のサイトを「アクセス少」、0.6以上1.2未満のサイトを「アクセス中」、1.2以上のサイトを「アクセス多」と分類定義する〔表3-3〕。

この評価基準を今回の調査対象に適用すると、「アクセス少」のサイトは17件（44％）、「アクセス中」のサイトは11件（28％）、「アクセス多」のサイトは11件（28％）となる〔図3-13〕。

「アクセス中」以上のサイトを、月間予定の告知能力を十分に有しているとみなすならば、全体の5割強の町内会サイトがその条件を満たすことになる。

なお0.6および1.2という値は、インターネットの世帯普及率に由来するので、将来的な上昇に伴って変化する。また本来は、地域ごとの普及率を適用することが望ましい。

◇3-2-2　アクセス数に無関心な管理者の存在
前項には記載しなかったが、「アクセス数不明」という回答が17件（有効回答56件中の30％）あったことにも注目したい。月間アクセス数が分からない理由としては、次の2つが考えられる。

①アクセス数を測定するためのプログラム（アクセスカウンタ）を設置する技術をもっていない

②アクセス数に関心がない

アクセス数不明と回答したサイトについて、以下のような方法で、不明理由の推測を試みることにする。

〔手順1〕

アクセスカウンタが設置されている場合は、理由②とみなす。とりあえずカウンタを付けてみたが、日々増えてゆくアクセス数にはそれほど関心がないので、月間アクセス数を把握していないというケースである。

〔手順2〕

アクセス数の向上を目指す管理者は、当然のことながらアクセス数に関心があるものと思われる。この観点から、地域内・地域外からのアクセスアップの必要性を「強く感じる」または「感じる」とし、かつアクセスアップ活動に「積極的に取り組んでいる」または「まあ積極的に取り組んでいる」場合には、理由①とみなす。

〔手順3〕

サイト上にアクセスカウンタと同等かそれ以上の設置技術を要する構成要素をもっている場合、アクセスカウンタを設置する技術がないとは考えにくい。この観点から、掲示板などのCGIスクリプトあるいはJavaアプレットを含む場合は、理由②とみなす。（レンタルの掲示板は考慮しない。また、ホームページ作成ソフトが自動生成したJavaスクリプトも考慮に入れなかった）

〔手順4〕

　その他自由記述欄において、アクセス数への関心／無関心を示す記述がある場合には、それに従う。

推測の結果を〔表3-4〕に示した。アクセス数に関心がないと思われるのは10件、アクセスカウンタの設置技術がないと思われるのは1件、それ以外・推測不能が6件であった。アクセスカウンタの設置作業はそれほど難しいことではないので、この結果は筆者の予想通りであった。アクセス数に関心のない管理者が、全体の2割弱（56件中6件＝16％）存在する実態が明らかになった。

意外なのは、アクセスカウンタが設置されているにも関わらず、月間アクセス数を不明とした回答が8件もあったことだ。これらのサイトについて、2003年1月から2月にかけてのカウンタ増分をもとに、おおよその月間アクセス数を推定したものが〔表3-5〕である。どちらかというとアクセス数が少ない傾向にあるが、世帯あたりの月間アクセス数が3.5とトップクラスのサイトも含まれている。アクセス数への無関心が、アクセス数の少なさに起因するとは必ずしも言えないことが分かる。

アクセス数に無関心な管理者が存在するのは、何故であろうか。

町内会サイト一般について言えば、企業や商品のPR・広告収入の獲得を目的とするような商業的なサイトと異なり、アクセス数が少なくても直接困らないからという理由が挙げられるだろう。

また町内会サイトの中でも、個人サイトとしての性格が強いものでは、アクセス数が重視されない傾向にあるのではないかと推測される。特に、町内会から予算を得ていない場合には、街に役立たなくてはならないという責任はそれほど重くないので、サイトの利用状況にもそれほど関心が向かない場合があるものと思われる。もう一つ、サイトがあくまでも実験段階であるとか、副次的なメディアであるという認識をもつ管理者は、アクセス数にあまり関心を払わない傾向があるものと思われる。しかし実際には、アクセス数に関心がないと〔表3-13〕に示した10件のサイトについて調べると、この推論を裏付けるような明確な性質の偏りは見られなかった。そもそもアクセス数への関心の有無も推測によるものなので、このあたりの議論にむやみに深入りすべきではないだろう。

いずれにせよ、筆者はアクセス数（所属世帯あたりのアクセス数）を重要な指標として認識すべきだと考える。商業的なサイトにしても、公共的な性格の強いサイトにしても、基本的には社会的な需要のあるところにアクセスが集まる。つまりアクセスの多いサイトは、それだけ多くの人の役に立ち、重宝されていると考えるのが自然である。町内会サイトは、全国からくまなくアクセスを集める必要こそないが、対象とする地域内ではより一層多くの利用を喚起できるよう努めなければならない。地域外への情報発信を考えるサイトであれば、なおさらである。

所属世帯あたりのアクセス数というのは、町内会サイトが利用者の要求を満たしているか否かという観点からの、利用者からの採点であるといえる。完全な個人サイトでない以上、サイト制作の姿勢がひとりよがりになってはいけない。アクセス数を意識することは、町内会サイトをより良いものにしようとする気持ちの基にもなる。サイトの目的によっても違うが、一般には10人より100人、100人より1000人の役に立つサイトの方が価値があると言えるわけであり、Webに情報を掲載する以上は、より多くの利用を得ようと努力すべきである。

◇3-2-3　アクセスアップの必要性
アクセス数というのは、サイトが利用される回数とほぼ同じ意味である。従って、アクセス数の増加を目指すこと（アクセスアップ）は、サイトの利用促進と同義であるといえる。町内会サイトの管理者たちは、アクセスアップ（＝利用促進）の必要性をどの程度感じているのだろうか。

まず、地域内に向けたアクセスアップの必要性を、町内会サイト管理者がどの程度感じているかを〔図3-4〕に示した。地域内というのは町内会の対象範囲内のことであるから、質問の意味は「地元の住民に対して利用促進をする必要があるか」ということになる。

この質問に対して、「強く感じる」という回答が19件（34％）で、「感じる」との合計は47件（84％）にのぼった。前項ではアクセス数に無関心な管理者の存在を指摘したが、全体的に見ると多くの管理者が地域内からの利用促進の必要性を感じていることが分かる。町内会サイトの主な目的が、町内会運営の円滑化・地域住民の利便向上であることを考えれば、地域内からの利用を促進すべきだと考えるのは当然のことであると言える。

むしろ興味深いのは、「あまり感じない」「全く感じない」と答えた管理者のサイト（9件）である。まずこの中に含まれるのは、主に地域外のユーザを対象としたサイトである。それ以外には、趣味として（個人サイトとして）の性格が強いもの、従来メディアの従属的存在に過ぎないもの（回覧板と同じ内容を掲載するサイトなど）が目立っている。また9件中8件のサイトでは町内会から予算が出ていない。このことは、以上に挙げたようなサイトの性格を象徴的に表す事柄だと言える。

次に、地域外に向けたアクセスアップの必要性を、管理者がどの程度感じているかを〔図3-5〕に示した。

この質問に対して、「強く感じる」という回答は9件（16％）で、「感じる」との合計は28件（51％）であった。〔図3-4〕と見比べると、地域内に向けた利用促進に比べ、地域外に向けた利用促進の必要性は小さいと認識されていることが分かる。

とは言え、町内会の内部だけを対象としているように見られがちな町内会サイトの約半数が、地域外に向けた利用促進の必要性を感じているのは意外であった。「全く感じない」という回答も4件（7％）あったが、筆者の事前予想よりは少ない数字であった。インターネットという世界規模のネットワークをせっかく用いるのだから、地域内の告知・連絡だけで終わらせるのはもったいない、という管理者の意識が垣間見える。

地域外に向けたアクセスアップの必要性を「強く感じる」と回答したサイト（9件）について見てみると、「アクセス少」が2件、「アクセス中」が2件、「アクセス多」が5件となっている。地域外からのアクセスを意識しているだけに、所属世帯あたりのアクセスを計算することにあまり意味はないかもしれないが、総じてサイトの利用状況は良好であると言える。意識の高さがアクセス数の多さにつながっているのだろうが、現状に満足せず、さらに利用を増やそうという意欲が感じられる。

このような管理者は、自分の街のことを全国の人々に広く知ってもらいたい、他の町内会と共通する問題について意見交換したい、などという理由で地域外に向けた利用促進を図っている。中には、「このすばらしい自治会を全世界にお知らせしたい」という想いから、サイトのほぼ全文を英語で書き換えた管理者さえ存在する（東京都町田市・忠生忠霊地区自治会）。

まとめると、地域内に対しては8割、地域外に対しては5割の管理者が、サイトのアクセスアップ（利用促進）を図りたいと考えている。総じて、町内会サイトにとってアクセスアップは重要な関心事であると言える。

◇3-2-4　アクセスアップの方策1――新規ユーザを発掘する
前項では、多くのサイト管理者がアクセスアップの必要性を感じていることを述べた。では、実際にどのような方法でアクセスアップが図られているのだろうか。

アクセスアップ活動に対して、実際どの程度積極的に取り組んでいるかを尋ねた結果が〔図3-6〕である。積極的であるかどうかは管理者の主観的な自己評価に基づくので、あくまでも参考として眺めてほしい。「積極的」と「まあ積極的」の合計は37件（71％）であり、大部分のサイト管理者が、アクセスアップ活動に自分なりに力を入れていることが分かる。これは、多くの管理者がアクセスアップの必要性を感じている事実と符合し、自然な結果であると言える。

そんな中でひときわ目立つのは、ただ1件「全くやっていない」と回答した大阪府泉大津市・二田町自治会のサイト管理者である。この管理者は前項に挙げた「地域内・地域外に向けてのアクセスアップの必要性」という2つの設問でも、（必要性を）「全く感じない」と一貫した姿勢を見せている。スピーカによる町内放送、フリーダイヤルに次ぐ第三の手段として町内会サイトを位置づけていることから、あえてアクセスアップを図る必要がないというのもうなずける。地域外のユーザに向けた情報が全くないのも特徴だ。筆者はアンケート調査を行う前は、このようなサイトがもっとたくさん存在するものと思っていた。しかし実際にはむしろ珍しい存在となっている（後に述べる「調査対象のバイアス」によるところも大きいが）。

さて、アンケート調査においては上記の設問に加え、具体的にどのようなアクセスアップ活動を行っているか、自由記述形式で尋ねている（「コンテンツの充実」や「更新頻度を高める」などの回答は、ここには含めていない）。その内容を見ると、「あまりやっていない」と答えたサイトの方が、「まあ積極的」と答えたサイトより充実した活動を行っているケースが多々あった。そういう意味で〔図3-6〕の見方には注意を要するが、裏を返せば「実際にはそれほどアクセスアップ活動を行っていない管理者が、もう十分だと思い込んでいる場合が多い」と指摘することもできよう。

具体的なアクセスアップ活動の実態について〔表3-6〕にまとめた。この設問は自由記述とし、選択肢による誘導で斬新なアイディアを回収しそこなうのを防いだ。ただし活動の例として、「町内会発行の広報誌への紹介記事掲載、ポスターの作成、市役所サイトとの相互リンク、サーチエンジンへの登録」を挙げておいた。自由記述であるため、実際に行われていても管理者がアクセスアップ活動であると意識していなかったり、回答時に思い浮かばなかったものは含まれないことになる。

無回答（空欄）14件は、有効回答数N=42の中に含まれない。無回答のうち大部分は、とりたててアクセスアップ活動を行っていないサイトであると推測される。

これらの活動を見てみると、普通のWebサイトにおけるアクセスアップ活動と同様のものと、町内会サイトならではの項目がある。

〔普通のWebサイトにおけるアクセスアップ活動と同様のもの〕

まず、サーチエンジンへの登録が20件と目立っている。なお筆者が調査対象のサイトを選定するにあたって、サーチエンジン（Excite、Yahoo!、Google）による検索結果を用いているため、この項目の回答率は一般平均より過大評価されているものと思われる（調査対象選定のバイアス）。サーチエンジンへの登録は、誰でも無料かつ手軽に行うことができるので、多くの管理者によって行われている。最近はロボット型のサーチエンジン（特にGoogle）が主流となり、ほとんどの場合は何もしなくても自動的に登録が済んでしまう。しかしYahoo!を初めとするカテゴリ型のサーチエンジンでは登録申請が必要で、なおかつ必ずしも登録が受理されるとは限らない。特にYahoo!は検索品質の良さと知名度の高さから、現在でもインターネット上の人の流れに強い影響力をもっている。地域外からのアクセスアップを狙うのであれば、迷うことなく登録申請をするべきだと言えるだろう。なおカテゴリ型のサーチエンジンでも、町内会というような組織をカテゴリとして設定しているのはExciteくらいである（第1章第5節を参照）

次に相互リンクについて見てみよう。

第一に、他町内会との相互リンクという回答が11件あった。これについても、筆者が調査対象のサイトを選定する際にリンクをたどる方法を用いたため、回答率が一般平均より過大評価されている（調査対象選定のバイアス）。町内会サイトが地域内だけに視線を向けているわけではないということは、これまでの分析でもたびたび明らかになっている。他の町内会と相互リンクを行うことによって、地域外からのアクセスアップが図られるだけでなく、共通する問題の解決に役立つ情報や知見が得られる可能性もある。千葉県松戸市・本町自治会 および 東京都町田市・忠生忠霊地区自治会は、それぞれ大規模な町内会リンクを制作しており、そこに参加しているサイトが多数存在する。これらのリンク集は、全国に点在する町内会のネットワーク形成に寄与している点で意義があり、興味深い試みである。だが、すでに消滅してしまったサイトへのリンク（デッドリンク）が多数残っているなど管理面での問題も見られ、今後さらに内容の洗練・充実が期待される。

第二に、区役所・市役所・町役場サイトとの相互リンクという回答が11件あった。アクセスアップという観点以上に、地方自治体と町内会がWebを通じて連携を強めることは極めて有意義であり、その第一歩として相互リンクの意義は決して小さくない。地方自治において重要な役割を果たす町内会のサイトに、自治体はもっと関心を示すべきである。自治体のサイトを中心として、市内に存在する町内会サイトのネットワークを形成することも可能であろう（この発展形が、序章で紹介した岡山市の事例であろう）。11件というのは筆者の予想以上の数字であったが、それでもまだまだ不十分である。近い将来には、町内会サイトが役所サイトと相互リンクしているのは当たり前、という状況になることが望まれる。

第三に、地域にある公共施設のサイトや、地域のポータルサイトとの相互リンクを行っているとの回答が5件あった。特に、利用者の多いポータルサイトとの相互リンクは、地域内からのアクセスアップを図るために効率の良い方策であると考えられる。

筆者の予想に反して、地域内の個人サイトとの相互リンクという回答はなかった。実際にはそのような事例がいくつか存在するので、管理者がそれをアクセスアップと認識していないだけであろう。確かに個人サイトとの相互リンクによるアクセスアップの効果はささいなものだが、塵も積もれば山となるという言葉もある。直接的な効果を期待するのではなく、地域住民ひとりひとりにサイトの存在を印象づける草の根運動の一環として捉えたい。地域住民のネットワークを形成するという観点からも、個人サイトとの相互リンクは決して無駄にはならないだろう。

メールによる利用促進を実施しているサイトが4件あった。これには、地域で発行されているメールマガジンやメーリングリストへの投稿が含まれる。中には、主要な情報の更新時に、会員に対して通知のメールを送信するという「攻め」の戦術を採っているサイトもあった。

サイト内で懸賞企画を実施しているサイトは2件存在した。岐阜県古川町・笹ヶ洞自治会 および 千葉県松戸市・みのり台自治会である。いずれのサイトも、キリ番を踏んだユーザへの粗品贈呈を行っている（キリ番……アクセスカウンタの表示数が、切りの良い数字になった場合にお祝いをする慣習。万博来場者1000万人記念などと同様のもの）。また笹ヶ洞自治会の方は、地域の特産物を抽選で提供する企画も同時に実施している。なお、サイト運営費用に関する設問〔第4章3-1〕において「サイト内クイズ・アンケート等の景品費」が発生していると答えたサイトが4件あったことから、上記2件のほかにも懸賞企画を実施しているサイトが存在するものと考えられる。

予算の問題から、どの町内会でも実施できるわけではないが、サイトの楽しさ・面白さを演出するためには効果的な手法だと言えるだろう。これらは新規ユーザを獲得するための活動というよりも、一度来たユーザを定着させるための活動（リピータ戦略）という点で、その他のアクセスアップ活動とは一線を画している。

〔町内会サイトならではの項目〕

際立って多いのは、広報誌・回覧板への情報掲載（22件）である。町内会サイトの利用促進を図るにあたって、地域内で従来から利用されているコミュニケーション手段を用いようとするのは当然のことである。実際、地域からのアクセスアップを図る手段としては最もポピュラーで、一定の効果が期待できるものであろう。ただし広報誌への情報掲載と言っても、単にアドレスを記載するだけなのか、読者の興味を引くような記事として紹介するのかによって効果は全く異なってくる。なお、ここでいう広報誌の中には、町内会が発行するものの他に、地方自治体が発行するものが含まれる。相互リンクのところでも述べたが、自治体は町内会ともっと連携を深め、このような方法で町内会サイトをもっと応援すべきであると考える。

そのほか紙媒体では、ポスター・町内掲示板の利用が4件、町内会員名簿へのアドレス掲載が2件であった。風変わりなものでは、町内会役員が持つ名刺にアドレスを記載するというものがあった（岐阜県可児市・長坂自治会）。ちょっとした工夫であるが、ユニークで面白い試みであると言える。

主に口を使った宣伝としては、町内会の集会における宣伝（4件）、パソコン教室における宣伝（3件）、その他一般行事における宣伝（3件）があった。このうちパソコン教室の重要性については、第3節において詳しく述べる。基本的に、限られた広さの地域内における利用促進であるから、口コミによる情報伝達が最も効率が良いのかもしれない。もちろん、そのためにはサイトの内容が充実していることが前提であるが。また、これに類するものとして、隣接する町内会長への宣伝という回答が1件あった。

　PRの方法として最も強力なのはマスコミである。これは管理者が能動的に行えるものではなく、基本的には取材を待つという受け身姿勢のものなので、他のアクセスアップ活動とは性格の異なるものである。実例としては、東京都町田市・忠生忠霊地区自治会（東京新聞）、奈良県香芝市・真美ケ丘ニュータウン（奈良新聞ほか）、東京都北区・公団王子五丁目団地自治会（行政からの取材）がある。近頃は地域密着型のCATV（ケーブルテレビ）も普及してきたので、管理者の方からアピールしてみるのも一つの方法かもしれない。

地域内・地域外に向けてのアクセスアップの必要性を「強く感じる」とした管理者の中にも、具体的な対策が貧弱なケースは少なくない。何をやっていいか分からない場合には、一般論ではあるが、まず地域内の広報誌や回覧板などでアドレス周知を徹底する。次に、地域ポータルサイトや役所サイトとの相互リンクなど、手間がかからず効率の良い活動を実施すると良いだろう。その上で、集会での議題や広報誌の記事として、サイトにまつわる話題を定期的に提供してゆけば、多かれ少なかれ効果は上がるものと思われる。定期的な話題づくりのためには、サイトのこまめな更新と内容の充実が必要となり、またそのためには運営体制の確立が不可欠になるから、話はそう簡単ではないのだが…

◇3-2-5　アクセスアップの方策2――リピータを増やす
では、上に挙げたようなアクセスアップの手段をとっても、満足のいく結果が出ない場合にはどうしたらよいか。

一般的なWebサイトであれば、サーチエンジンへの登録が最も簡単で、かつ大きな効果をもたらす手段となっている。しかし地域が小さく限定されている町内会サイトではサーチエンジンの効果は薄く、アクセスアップの難しさが浮き彫りとなる結果になっている。むろん、町内会サイトの限界であると言ってしまえば話は早いが、その前に次の事柄を考えておきたい。

結局のところ、サイトのアクセスアップというのは「（地域内／地域外の）新規ユーザの発掘」と「ユーザの定着（リピータ化）」の2つに分けられる。町内会サイトの場合、新規ユーザとなり得る人数が限られているわけであるから、ユーザの定着により力を注がなくてはならないことになる。

アクセスアップの第二の方法は、ユーザのニーズを汲み取りそれに合わせることと、更新を頻繁にすることである。実際にアンケートでは、サイトの充実（こまめな更新・運営体制の確立）および実績を積むことが何より大事という意見が多かった。

サイトの更新頻度と、世帯あたりのアクセス数の関係を〔図3-7〕に示した。アクセス数の分類については第1項を参照のこと。サンプル数を増やすため、アクセス数の申告がなかったサイトについては、筆者が推定したアクセス数を用いて分類を行った。

更新頻度の高いサイト（左の円グラフ）では、「アクセス多」（黒色部分）および「アクセス中」（網掛け部分）に分類されているサイトの割合が高い。このことから、更新頻度が高いほどアクセスが増えるという大まかな傾向が見て取れる。また「アクセス多」に分類されているサイトは、少なくとも1ヶ月に1度以上更新されているということも分かった。

ただし、更新頻度が高ければ必ずアクセスが多いかというとそうではない。週に2度以上という非常に高い更新頻度であっても、「アクセス少」に分類されるサイトが（6件中）2件存在する。具体的には、埼玉県三郷市・みさと第一住宅管理組合 および 千葉県松戸市・常盤平団地自治会のサイトである。どちらも2002年の開設であり、まだ十分に成熟・認知されていない点が共通している。前者のサイト運営にあたる「ホームページ愛好会」は今回調査した中で最大のグループ構成（21名）であり、組織力を活かしたサイトの充実が期待される。後者は所属世帯数が今回調査した中で2番目に多い（約5400）ことが世帯あたりアクセス数低迷の一因になっているが、本質的になぜアクセスが少ないのか推測することは難しい。

逆に、ほとんど更新していないのにアクセスが多いのは岡山市・築港ひかり町内会のサイト。岡山市の市民情報化サイトからの支援が大きいものと思われる。

◆第3節　デジタルディバイドとその対策

◇3-3-1　デジタルディバイドとは
一般に、インターネットで情報を伝達する際の最大の問題点は、インターネットに接続できない人は情報を閲覧することができないという点だ。インターネットに接続できない人は、インターネット上にのみ存在するような情報を獲得できず、その結果さまざまな利益の機会を逸してしまう。パソコンが使えない・インターネットに接続できないなど、各種情報化の恩恵にあずかることができない人のことを情報弱者と呼ぶ。そして、情報弱者とそうでない人々との間に生じる格差のことをデジタルディバイド（digital devide）という。デジタルディバイドというと普通は経済的な格差のことを指すが、本論では情報が得られず周りから取り残されるといった社会的な格差も含めて考えたい。

インターネットによる情報提供が主流になり、ネット利用者にとっての利便が高まれば高まるほど、情報格差は大きいものとなり、デジタルディバイドの問題も深刻になってくる。その代表的な例は、大多数の企業において、就職活動における諸手続や選考活動の一部がインターネットを用いて行われるようになったことである。企業・学生の両者にとって効率的な採用活動・就職活動が可能になると同時に、インターネットが使えないことは致命傷となった。これは、インターネットが使えることが就職の条件であると考えれば納得がゆく。しかし、誰しも知る権利のある公共性の高い情報の伝達において、インターネットに接続できない人が情報を享受できないというのは差別であり、許されることではない。町内会サイトに掲載される情報の中には公共性の高いものもあり、デジタルディバイドの問題を避けては通れない。

◇3-3-2　デジタルディバイド解消の方策1――代替メディア
デジタルディバイドを解消する第一の方法は、インターネットによるサービスと同時に、誰でも手に入れることのできる他の媒体（代替メディア）による情報提供を併せて行うことである。この方法は、費用と手間が余分にかかるという点で、インターネットによる情報提供のメリットを損なう。しかし、全ての人に知らせなければならない情報を扱う際には、現実的に唯一の方法である。また、その他のメディアの長所によって、インターネットの短所をカバーすることも期待できる。

サイトを開設している町内会のほぼ全てが、地域情報誌・会報・回覧板・掲示板などの紙媒体を用いた情報提供を行っている。そのため、重要な情報がサイト（インターネット）でしか提供されないという事態はまず起こり得ない。従って今のところ、町内会サイトにおいてデジタルディバイドが切迫した問題であるとは認められない。アンケートの回答からも、「インターネットは、あくまでも二次的な情報提供手段であり、インターネットに接続できない人に特別な配慮はしていない」という回答が多かった。

しかしサイトの内容が充実すればするほど、有意義で興味深い情報・楽しい記事がインターネット上に充実し、。それらは必須情報でないとはいえ、情報格差を生むことに違いはない。

代替メディアによる情報提供には、サイトのほぼ全更新部分を紙媒体で提供するパターンと、更新部分を要約して提供するパターンがある。前者の方法は、情報格差を完全に取り除くことができるが、記事が大量になるため、読まれず無視される可能性も高くなる（Webでの表現は上から下への一方向ではないので、紙媒体で同じ表現をしようとすると冗長になることが多い）。後者の方法は、記事を適切な量に抑えるため、多くの人に読まれやすくなるが、必要な部分だけを抽出して整理する作業が必要となり、手間がかかるのが欠点である。一般には、後者の方法が用いられる場合が多い。

以下、デジタルディバイド解消のため、代替メディアを活用している例をいくつか記す。

横浜市・みすずが丘自治会は、デジタルディバイドの問題についてサイト設立以前から検討していたという。毎月発行される全戸配布の会報に、サイト上の情報から重要なものをピックアップして掲載している。管理者は、サイトにおいてはプライバシー保護の観点から個人名を原則掲載しないが、会報では問題なく掲載できると述べており、メディアの使い分けをしている点が注目される。

群馬県高崎市・上川原団地自治会では、サイト中の全記事をカラープリントで回覧している。この回覧は、サイト運営グループの事務所にて閲覧できるようファイリングしている。住民からの要望で、デジカメ写真を拡大印刷して配布することもある。なお2001年には「自治会20年の歩み」という手作りの冊子をフルカラー印刷し、限定配布している。白黒に比べて費用のかかるカラー印刷を多用できるのは、サイト運営グループの代表者であり前自治会長・会社社長でもある人物の金銭的な支援があってこそであり、他の町内会やサイト運営グループと比べて格段に恵まれた環境であると言える。

沖縄県与那城町・饒辺（のへん）区自治会では、年1度の区民総会において、一年分の更新データを印刷して掲示板に貼り出している。これは、更新の量がそれほど多くないから可能なことである（更新は1ヶ月に1回）。実際にどの程度、住民の目に留まるか疑問ではあるが、まちの1年を振り返ることができ壮観であろう。

サイトの内容と印刷物とがほぼ同一である例は少なくない。その中でやや変わり種なのは、岡山市・浅越本村町内会のサイトである。この町内会の会報は、ワープロソフトではなくホームページ作成ソフトで制作されることになったため、自動的にサイトの開設につながった（なぜホームページ作成ソフトを使うようになったのか、回答からは不明である）。従って、サイトと会報とは内容・レイアウトともに全く同一のものになっている。印刷を第一に考えて作られているため、管理者によればWebの利点を一部損なっていると言うが、筆者としてはそれほど悪い印象は受けなかった。

一般論としては、Webと印刷物では効果的な表現方法が異なるので、全く同じレイアウトというのはあまり評価できることではない。しかし現状のインターネット普及率で、印刷物の配布が不可欠であるとすれば、Webと印刷物と作り分けることは手間がかかりすぎて不可能だという町内会も少なくないだろう。そのような町内会が、将来的にはオリジナルサイトの開設につながる第一歩として、印刷物のデータそのものをインターネット上に掲載するという試みは、積極的に評価すべきかもしれない。

現在、町内会において発行される文書のほとんどは、ワープロソフトによって印刷されているものと思われる。そのワープロソフトとして圧倒的なシェアを誇るMicrosoft Wordには、作成文書をHTML形式で保存する機能もある（思い通りのレイアウトにならないなど、現行のバージョンではまだ難があるが）。また、どのような文書でもWebで公開できる形式に変換できる、Adobe Acrobatというアプリケーションも普及している。このような機能・ソフトがより洗練され普及すれば、町内会の会報をネット上に掲載することは珍しくなくなるかもしれない。

◇3-3-3　デジタルディバイド解消の方策2――情報化の推進
デジタルディバイドを解消する第二の方法は、インターネットに接続できる人を増やすこと、すなわち地域の情報化を推進することである。これは非常に長期的な取り組みになるが、デジタルディバイドの問題を根本から解決する唯一の方法である。また、第2項で述べたアクセスアップのより抜本的な手段でもある。将来的にインターネットによる町内会情報の提供が主流となり得るかどうかは、地域の情報化をどこまで進めることが可能なのかという一点にかかっている。むろん地域の情報化というのは、町内会サイトに関する事柄に留まらず、さまざまなメリットを地域にもたらす可能性を秘めており、積極的に推進してゆくべきことは疑いない。

インターネットは、全国平均では約6割の世帯に普及している（コラム2参照）。だが地域間の格差が大きいのが問題である（そのことを示すデータが通信白書の中にある）。ここでは、行政による対策をただ待つだけでなく、独自に考え草の根のアクションを展開している町内会を紹介する。

〔ハード面からの情報化促進〕

そもそも情報化が進まない理由としては、大きく分けて二つの理由がある。第一には、パソコンを持っていない、インターネットへの接続環境がないというハード的な理由である。対処法としては、住民の集まる場所（公民館など）に誰でも使えるパソコンを設置する、小中学校のパソコンルームを住民に開放する、中古パソコンの斡旋をするなどの方法が考えられる。

東京都足立区・六木三丁目町会のサイト管理者は、パソコンを教える人材には事欠かないが、パソコンそのものが不足しているために情報化教育ができないと述べている。初心者教育に新型機は必要なく、中古パソコンで十分なのだが、勤務先に提供を打診してみたが了承を得られなかった。地域の情報化教育を推進するためには、企業において大量に捨てられている中古パソコンの提供に関わる法律（贈与・産業廃棄物関連）の整備が必要だと訴える。

沖縄県与那城町・饒辺区自治会では、地域の事業所からカンパを募ってパソコン2台を贈呈した。自治会職員の勤務時間中は、住民が自由にインターネットを利用することができる。

東京都町田市・忠生忠霊地区自治会は、市に学校のパソコンルームの貸し出しを打診している。

　岐阜県古川町・笹ヶ洞自治会のサイト管理者は、パソコン導入の補助制度が必要だと述べる。

　岡山市・築港ひかり町内会では、中学校のパソコンルームを住民に開放する予定をもっている。

これらハード面の対策は情報化を進める前提ではあるが、それだけでは不十分だ。パソコンを置いても、住民が使いに来なければ意味がない。そこで、次に述べるソフト面との連携が重要になってくる。

〔ソフト面からの情報化促進〕

情報化が進まない第二の理由は、パソコンの使い方など、IT関連の基本知識（ITリテラシー）がないというソフト的な理由である。代表的な対処法は、パソコン教室である。パソコンアレルギー者には方法がないという管理者もいるが、諦める前に以下のような例を参考にしてもらいたい。

東京都町田市・忠生忠霊地区自治会では、インターネット講習会を実施し、用語説明・ネットの楽しみ方を住民に伝えている。この中で他自治会サイトの紹介も行っているところが、全国町内会サイトのリンク集を作成している自治会らしい取り組みだ（第2節参照）。今後、Word・Excelといったアプリケーションの講習会も予定しているという。

静岡県沼津市・駿河台自治会では、年数回のパソコン教室を開催している。さらに平日には初心者を対象にした講習会を行い、パソコンに触れたことのない高齢者を中心に好評を得ているという。この様子はサイトに詳しく紹介されており、それがさらに参加希望者を増やす広告装置として役立っている。また、新聞にも取り上げられた。

奈良県香芝市・真美ケ丘自治会では、年1回のパソコン教室を開催している。

前橋市・荒牧町自治会でもパソコン教室を行っている。

なお、市を挙げて町内会サイトの開設を進めている岡山市では、2年間にわたり無料（国の予算）でIT講習会を実施した。それだけでは不十分と、同市の築港ひかり町内会のサイト管理者は、無償講習会を実施する予定である。

また最近は、パソコンを使おうとしたり、インターネットに接続しようという“動機”がないことが、情報化を阻む大きな原因であるとして注目されている（外務省）。情報技術に対する興味関心を高めることは、具体的なパソコンの使い方を覚える以前のステップとして重要なことであろう。

千葉県松戸市・本町自治会サイトの管理者は、1）何はともあれメールアドレスの取得を勧める　2）インターネットの良さを知ってもらうために、簡単なホームページを作成してあげる　3）ホームページをプリントアウトしたものをプレゼントする　というように、地域住民がインターネットに接続しようという動機作りまで踏み込んだ活動をしている。この管理者は、自分がインターネットに触れたときの驚きから、町内会サイトの開設へと進んだという経緯があり、他の住民にも同じような感動を伝えたいという思いが根底にあるのだろう。これらの活動は町内会の活動を超えたものであるが、地域の情報化を進める上で大きな力となるに違いない。

東京都武蔵野市・緑町パークタウン自治会では、基本的に月1回、自治会所有の喫茶店をインターネットカフェとして公開し、サイトを紹介している。気軽にパソコン・インターネットに触れ合える場を作ることは、漠然とした関心を具体化する場所として意義深いものであろう。

静岡県沼津市・駿河台自治会では、夏祭りや文化祭でサイト運営グループの活動を紹介し、住民の興味関心を引いている。出展物も、例えばパソコンを使って制作したカンバッヂなど、子どもに親しまれる身近なものであるのがポイントだ。

　パソコン教室をはじめとするソフト面での情報化促進においても、その開催費用をどう捻出するのかという難題が潜んでいる。これについて詳しくは述べないが、実際問題として自治体など公的セクタの支援が欠かせないと言えるのではないか。

◇3-3-4　第3節のまとめ
町内会サイトについて考える際には、サイトだけを見るのではなく、地域の情報化を進める取り組みにも注目すべきである。それは、町内会サイトが目的を達成できるかということに密接に関わってくる。また将来的に、インターネットによる情報提供が主流となり得るかどうかを見極める上でも重要だ。

◇コラム3　実用モード／情緒モードの使い分け

地域コミュニケーションメディアとしてのWebサイトの特徴は、性質の異なる、二つのコミュニケーションモードを併置・混在させることが可能な点にある。

第一のモードは、実用性・効率性を追求する。町内会サイトは、地域住民にとって必要な情報を、いつでも・すぐに・簡単に・分かりやすく手に入れることのできる場でなくてはならない。これは、簡潔を旨とすべき回覧板や掲示物と同様のモードである。

第一のモードは主にトップページにおいて大切な事柄で、地域にとっていま何が重要なのか一目で分かるようにすると同時に、ユーザの欲する情報がどこにあるのかが分かりやすいページ構成を取らなくてはならない。そのためには、アクセス統計やユーザに対するアンケート調査などで、どのような情報が必要とされているのか分析することが望ましい。特に初回訪問者はトップページだけ見て帰ってしまうことも少なくないので、アクセス当初の興味を失わせず、できるだけ短時間で次の項目（内部）に進んでもらえるよう（つまり、迷わせないよう）十分に吟味すべきだ。サイトの印象はトップページで決まるので、製作者の独りよがりにならないよう心がけるべきである。

また、トップページ以外にも、常連閲覧者が繰り返し見るようなページ（スケジュール等）は第一のモードを重視すべきである。アクセスを遅らせ、効率性を低下させる不要な飾りは必要ない（トップページでないからなおさら）。簡潔に、分かりやすい表記・表現を心がけるべきである。また、トップページから迷わずアクセスできるよう気を配らなければならない。

第二のモードは、閲覧者の情緒・心理に訴えかける。先に述べた通り、町内会サイトの多くは、街への愛着・住民連帯感の向上を主要な目標としている。これは、住民間のおしゃべりや集会と同様のモードであり、タウン誌やCATVにおいてもこのモードが見られる場合がある。

第二のモードは、①掲示板やチャットなど、人々がコミュニケーションを行う場所　②繰り返し訪れる必要のないページ　において重要な事柄である。②は、地域の歴史や自然・四季などの記事が挙げられる。これらは多少ファイルサイズが大きくなっても大きく美しい写真・画像を用い、場合によっては音楽や動画などの表現を採用することも考慮に入れたい。

コンテンツを作成する際には、その内容を第一のモードで伝えるべきか、第二のモードで伝えるべきかを考えてから表現の様式を決めると良い。中途半端なモードでの情報発信は、全体構成にメリハリを失するだけでなく、ストレス・不満足感となってサイトの効力を減退させるであろう。

第４章　町内会サイトの運営
◆第1節　管理作業

町内会サイトが、ある種の目的に対して、一定の効果を持ち得ることは前章までに示した。では、すべての町内会でサイトを作ることを奨励すべきかというとそうではない。サイトの開設・管理作業には、いろいろな面で大小さまざまな負担がつきまとってくるからである。

町内会サイトとして一度開設されているものの、のちに閉鎖されてしまったサイトが相当数存在することからも、負担の大きさを察することができる。

この章では、町内会サイトの運営に伴い発生する負担を、作業負担と費用の負担に分けて考えてゆくことにする。

町内会サイトの運営に伴い発生する負担として、第一に思い浮かぶのが更新作業の負担である。

個人のホームページを持ったことがある人なら分かるだろうが、ページを開設するときはやる気十分、勢いにまかせて比較的簡単に作ることが可能だ。しかし、数ヶ月も過ぎると管理作業がおっくうになり、やる気も徐々に失せてきて、ページの更新が滞ってくる。ホームページを、一定の更新ペースを保ちながら２～３年継続させることは相当難しい。

このことは、非営利目的で開設される町内会サイトの運営においても同じである。最初は町内会の中でやる気のあるメンバーが率先して開設するが、そのあとの更新が追いついていないというケースはいくらでも存在する。町内会で管理するとはいっても、結局のところ一個人に負担が集中してしまい、後継者もいないためにサイトが死んでしまう場合も多い。

◇4-1-1　運営主体

まず、町内会サイトの運営主体について見てみる。〔図4-1〕のデータは、アンケート調査で得られた回答を基にしているが、無回答のものについては筆者がサイトの内容を調査して判断した。

運営主体が明示的に組織化されているのは、55件中18件（33％）であった。そのうち16件は町内会内部のグループ、1件は企業（神奈川県川崎市・上作延町会）、1件は町内会内部のグループと企業との合同運営（兵庫県宝塚市・ふじガ丘自治会）である。

組織化されていないものは、町内会に所属する個人によって運営されるものと、運営主体が明示されていないもの（不明）に分かれる。後者は名目上「町内会」として運営されているものが多いが、実際には町内会役員による個人運営のケースが多いものと推測される。なお、ここでいう「個人」には、明確に組織化されていない2～3名の集まりが含まれる。

町内会内部のグループとしては以下のようなものが挙げられている。

・サイトの管理作業にほぼ特化していると思われるグループ（計9件）

例：ホームページ委員会、インターネット委員会、パソコン部

・紙メディアによる広報も担当しているグループ（計4件）

例：広報部、コミュニティ誌編集委員会

・町内会の役員グループ（2件）

・会計（1件）

・その他有志（1件）

これらグループの人数は、2名から21名までさまざまである。「サイトの管理作業にほぼ特化していると思われるグループ」に関して言えば、3～6名の比較的小規模なグループ5件、9名以上の比較的大規模なグループ4件に大別することができる。東京都昭島市・昭島つつじが丘ハイツ北住宅団地管理組合の「アゼリアネットワーク」15名、埼玉県三郷市・みさと第一住宅管理組合の「ホームページ愛好会」21名など、かなり大規模なグループも存在する。

〔本項のまとめ〕

・町内会サイトの約半分が、組織化されていない個人の手によって運営されている。

・その一方で、サイトの運営に携わるグループが明示的に組織されているケースも少なくない。

グループの中には、比較的大規模なものも存在する。

・サイトの運営に企業が関与しているケースが、少数ながら存在する。

◇4-1-2　管理作業担当者数

前項では、サイトの運営主体に関する資料を示した。この項では、実際にサイトの管理作業に携わっている担当者の数について考える。

筆者は、サイトの運営に伴って生じる作業を「管理作業」および「情報収集作業」の2つに大別した。情報収集作業とは、コンテンツ作成のための取材活動を意味する。管理作業とは、それ以外のすべての作業――HTML文書の作成・ページデザイン・ファイルのアップロード・掲示板の監視・メールの処理など――を指す。

結果は〔図4-2〕の通りである。管理者が1名だけのケースが6割を占めた。管理者が2名のケースは3割で、3名以上のケースは極めて少ないことが分かった。

前項において、比較的大規模なグループが運営主体となっているケースがあることを説明したが、そのような場合でも実際の管理作業に携わっているのはごく少人数であった。それ以外のメンバーは、情報収集作業やその他の事務作業に関わっているものと考えられる。

一般にWebサイトの管理においては、単独作業が好まれる傾向がある。その理由としては、以下の事柄が考えられる。

①管理作業を複数の人数で行おうとすると、更新データの共有などがややこしく、頻繁な相互連絡が必要となり、かえって効率が落ちる場合がしばしばある。

②デザインや文体は個人の好みがあり、1人で全てを作る方が統一感のあるサイトができる。

③ホームページの作成を趣味としている管理者は、他の人に仕事を手伝ってもらおうとは思わない。

このような理由から、管理者が1人だけの町内会サイトが多いことは予想の範囲内である。しかし、管理者が1人だけということは、作業負担が1人に集中することを意味する。普段はそれで良いかもしれないが、管理者が旅行・病気などで作業ができない際に、代理がいないという状態は好ましくない。また、管理者が転出などの止むを得ない事情や、やる気をなくすことによってサイト管理を放棄するときに、後継者が現れにくいという難点がある。管理者の能力が高いほど、ノウハウを自分の中だけに蓄積してしまい、他の人には代理が務まらなくなる可能性も高まる。特にグループで管理をする際には、少なくとも代理の管理者を準備し、事態に備えるべきだろう。

また、自ら好んで1人で作業しているのか、協力者・技術をもつ人が周りにおらず仕方なく1人で作業しているのかという違いは大きい。これについては、現時点での人材不足・管理作業負担・後継者の有無という他のデータと合わせて読み取ることにする。

◇4-1-3　更新頻度

Webサイトのアクセスアップ・目的・運営を考える上で、掲載されたデータの更新頻度は重要な事柄だ。

更新頻度の高いサイトほど新鮮な情報が存在することになるため、ユーザにとっての価値が高く、多数のアクセスが見込まれることにもなる（更新頻度とアクセス数の関係については、第3章第2節を参照）。更新頻度があまりにも低いサイトは、すでに管理が放棄されているものとみなされることもあり、情報の信頼性も低下する。

しかし更新頻度を高めるほど、運営側の負担は管理作業・情報収集作業ともに増大する。更新頻度を高い水準で維持することと、サイトの運営負担を軽減することは相反する関係にある。町内会サイトの運営にあたっては、このバランスを上手く取ることがポイントになってくる。

更新頻度についてのアンケート結果を〔図4-3〕にまとめた。図に示した6つの分類のうち、最も多かったのは「1ヶ月に1度」で20件（37％）、その次に多かったのは「2週間に1度」で15件（28％）であった。

1週間に1度以上のデータ更新を行っているサイトも12件（22％）あり、予想以上に更新頻度の高いサイトが多い結果となった。

運営側の都合が許す限り、更新頻度が高いに越したことはない。以下では、あくまでも「最低限」どの程度の更新頻度が求められるかを述べる。

サイトの目的によって、必要とされる更新頻度は異なってくる。行事予定・行事報告などが載っている一般的な町内会サイトであれば、1ヶ月に1度以上の更新が望まれる。月ごとの更新であれば、町内会の当月の予定に信頼性が出てくるからだ。もちろん、情報の更新は不定期に行って構わないので、行事予定の変更や、イベント終了後の報告はできるだけ迅速に行われることが望ましい。これら不定期の情報更新を含めると、結果的に2週間に1度以上の更新頻度が求められることになるのではないか。

サイトがニュース性の強い性質を持ち、新鮮な情報の伝達が求められる場合には、これよりも高い更新頻度が必要とされるだろう。実際に、アンケートの結果がこのことを示唆している〔図4-4〕。

・「短期的な連絡事項の通知」を目的として掲げていないサイトで、

2週間に1度以上の更新を行っているところは35％に留まった。

・「短期的な連絡事項の通知」を「主要な目的」あるいは「目的」として掲げているサイトで、

2週間に1度以上の更新を行っているところは62％にのぼった。

以上の結果から、ニュース性の強いサイトでは高い更新頻度が要求されていることが分かる。

逆に、サイトがニュース性を持たない場合には、更新頻度は低くても構わない。地域の風物を紹介するサイトであれば、季節の変わり目くらいに内容を衣替えするのが妥当である（2～3ヶ月に1度以上）。古い歴史をまとめたものなど、ある時点において完成された静的なデータを保管・公開するだけであれば、更新はしなくても構わない。だが、そのような性質のデータだけを取り扱っている町内会サイトは少ない。

町内会サイトの更新頻度は、町内会活動の頻度によってもおのずと左右される。町内会でイベントが多く実施されれば、行事告知・事後報告などサイトに掲載すべき材料がたくさん生まれるからだ。従って、更新頻度を上げることによってサイトのアクセスアップを図ろうとするならば、管理作業・情報収集作業の体制を整えることと同時に、町内会行事の活性化も求められることになる。普通は町内会行事を活性化するために町内会サイトを運営するのであるから、これでは主客が逆転している。

重要なのは、町内会サイトの運営はあくまでも町内会の活動の一環であり、サイト単独で可能なことには限界があるということである。町内会行事が活発になれば町内会サイトの更新頻度が高まり、それによって町内会サイトの魅力が高まり、告知機能・行事を活性化する機能も向上する……という好循環が形成されるのである。

このような意味でも、1週間に2度以上という高頻度の更新を続けているサイトが持続的に運営できるとすれば、町内会全体としても好ましい状態にあるものといえる。参考までに、1週間に2度以上更新されるサイトを持つ町内会を以下に紹介する。

神奈川県津久井町・金丸自治会
千葉県松戸市・常盤平団地自治会

東京都世田谷区・野毛町会
千葉県松戸市・本町自治会

埼玉県三郷市・みさと第一住宅管理組合
横浜市・みすずが丘自治会

上の4件は2000年に開設され、下の2件は2002年の開設である。

◇4-1-4　管理作業の負担

管理者は、サイトの管理作業をどの程度負担に感じているのだろうか。これについて、管理者に尋ねた結果が〔図4-5〕である。

「負担である」と「かなりの負担である」の合計が26件（48％）、「全く負担でない」「あまり負担でない」の合計が28件（52％）とほぼ二分された。その中で「かなりの負担である」との回答は4件（7％）しかなく、筆者の事前予想を下回った。全体的には、思ったより負担を感じずに作業をしている管理者が多いという印象を受けた。

「負担である」「かなりの負担である」と回答したサイトについて調べてみると、以下のような特徴が浮き彫りになった。

・更新頻度が比較的高い（2週間に1度…3件、1週間に1度…1件）

・情報収集における管理者取材の割合が比較的高く（100％・70％・55％・40％）、

取材活動の負担も大きいと感じている（かなりの負担である…3件、負担である…1件）

・サイトの実績不足を問題点として指摘している管理者が多い

・管理作業人数については、それほど違いが見られなかった（1人…2件、2人…2件）。

管理作業が「かなりの負担である」と回答したのは、岐阜県古川町・笹ヶ洞自治会、静岡県沼津市・駿河台自治会、東京都北区・公団王子五丁目団地自治会、岡山市・豊地区連合町内会、以上の4サイトであった。町内会サイトの管理は何年と継続して行われるべき作業であり、常に大きな負荷がかかった状態では長続きしない。なんとかして負担を減らし、長期にわたって持続可能な運営体制を築くべきだと考えられる。以下、それぞれのサイトについて対策を考える。

笹ヶ洞自治会のサイトは、これまでの分析でもたびたび登場しているように、地域外のユーザを主なターゲットとする町内会サイトの代表格である。所属世帯数わずか32でありながら月間アクセス1200を記録するこのサイトは、写真が豊富で内容が充実している。それを支えているのは1週間に1度という頻繁な更新と、100％管理者自らによる情報収集活動なのである。更新頻度が高くて内容の充実したサイトは多くのアクセスを集めるが、管理者の負担も増大してしまうという典型例である。

このサイトの運営は個人（2名）の手によって行われており、後継者もいないので、なんとかネットワークを広げて協力者を募ることが望まれる。しかし人口が少ないことから、地域内で協力を呼びかけることには限界がある。サイトの管理作業そのものは遠隔地にいても可能であるが、地域のことを熟知しており、取材担当者その他のメンバと密に連絡の取り合える関係の人物でなくてはスムーズに作業を運ぶことは難しい。

管理者いわく「現状のままで十分やっていける」と強気であるが、そのほか過疎地の町内会サイトは途中で更新が止まってしまう例が少なくない。このサイトは単なる個人の所有物を超え、まちの歴史・風物を後世に伝える貴重な財産となり得るものであるから、ぜひ後継者を見つけて持続的な活動基盤を確立することが望まれる。

駿河台自治会のサイトも内容が充実しており、レイアウトが美しい。世帯あたりのアクセス数は「中」に分類され、更新は2週間に1回と比較的頻繁な方である。このサイトの運営グループ（自治会パソコン部）は10名おり、そのうち管理作業を行うのは2名となっている。サイトに掲載される情報のうち30％は取材担当者によるものであるが、管理者による取材分も40％あり、管理者は情報収集活動も「かなりの負担である」と回答している。またグループが10名いるのに、管理者の後を引き継げる人物は「いない」という。

この管理者は「なかなか人に頼めずに自分でやってしまうことが多い。時間的に仕事の合間でやるので大きな活動をするときは多少、自分の時間を削ってやり遂げなければならない。」と述べている。実際、未経験の人に作業の手順を説明した上で仕事を割り振り、受け取った成果物をチェックしてアップロードするという一連の流れを踏むより、自分一人でやってしまう方が手っ取り早いことはよくある。また「個人的な趣味・IT技能の向上」をサイト運営目的の一つとして掲げていることから、作業負担が多少大きくても苦痛には感じられないのかもしれない。しかしそれでは、いつまで経っても負担は減らない。いつか疲れてしまったときにサポートできる人物がいなかった――というのでは手遅れである。

運営グループの規模を最大限に活かすためには、管理－情報収集の分業をより一層進めるとともに、第3・第4の管理者候補を育成することが課題であろう。そのことは、他のメンバの知識・やる気向上にもつながると考えられる。

公団王子五丁目団地自治会のサイトは、「公団住宅をより多くの人に知ってもらうために」開設された。つまり、地域内居住者向けというよりは地域外のユーザをターゲットとしたサイトである。更新頻度は2週間に1度。管理者による情報収集の割合は55％と比較的高く、情報収集活動についても「かなりの負担である」と回答している点では駿河台自治会と同様である。管理者がアクセスアップの必要をそれほど感じていないせいか、世帯あたりのアクセスは「少」に分類されている。

自治会の公認サイトと思われる構成であるのに予算を得ておらず、管理者は資金不足も訴えている。サイトの文面・アンケート回答からは運営グループの実態が明らかにならないが、管理者は1人であり、おそらく個人による運営だと思われる。団地の値上げ問題など、地域内居住者にとって重大な関心事をサイトの中心に据えているだけに、地域内での認知をより高めることが良い結果を生むものと考えられる。そのためには回覧・ポスターなどによって地域内PR活動を行い、アクセスを増やすとともに予算の獲得・協力者の発掘を図るのが得策であろう。

豊地区連合町内会について言えば、岡山市役所の働きかけで町内会サイトが開設されたが、当初管理者になる予定だった人物が転勤となり、急遽現在の管理者に業務が引き継がれたという経緯がある。現管理者（70歳）は連合町内会長という立場上この仕事を引き受けたが、IT関連にそれほど詳しいわけではなく、管理作業に大変苦労している。そして猛勉強の傍ら、早く次の管理者を見つけようと焦っている最中であるという。IT技能をもつ人材が希少な地域においては、自治体による町内会サイトの開設促進が、一部の住民に大きな負担を強いる結果になり得るという現実が明らかになっている。

第2節　情報収集作業

◇4-2-1　情報収集の実態

町内会サイトの制作にあたっては、更新作業の負担とともに、情報収集作業の負担が大きくのしかかってくる。更新頻度が高く、内容が充実しているサイトであればあるほど、情報収集作業に必要な労力は大きいものとなる。

町内会サイトの管理者は、どのようにしてサイトに掲載する情報を集めてくるのだろうか。アンケートでは、情報収集方法・情報源として考えられる項目を7つ挙げ、それぞれに何％くらい依存しているかを尋ねた。

有効回答55件の平均を示したものが〔図4-6〕である。回答はサイトによってバラバラで、全体の平均値を出すことに意味はないように思われるが、大まかな全体傾向を見るとともに項目の説明をするため、この図から見ていくことにする。

町内会サイトに掲載される情報のうち、サイト管理者自らの直接取材による情報が29.3％、管理者自らが調べものをして得た情報が15.4％を占めている。合計すると、45％の情報がサイト管理者によって収集されていることになる。管理者には第1節で述べたような管理作業の負担もあり、情報収集作業と両方兼ねなければならない立場になると、（特に更新頻度の高いサイトでは）極めて大きな負担を強いられることが予想される。

サイト管理者自らによる情報収集への依存度（直接取材、調べものの合計値）だけに注目してまとめたグラフが〔図4-7〕である。「0％」から「100％」までほぼ均等に分散している。つまり、管理者が情報収集を全く行わないサイトから、情報収集のすべてが管理者の手に委ねられているサイトまで、さまざまであることが読み取れる。

取材担当者が収集した情報は9.6％であった。管理者と取材担当者を分けることができれば、管理者の作業負担が減り、持続的なサイト運営のために有効だと考えられる。

取材担当者による情報収集への依存度だけに注目してまとめたグラフが〔図4-8〕である。「0％」つまり取材担当者を置いていないサイトが過半数33件（59％）を占め、現状ではまだまだ作業の分担が進んでいない実態がうかがえる。一方で、奈良県香芝市・真美ケ丘自治会のみが「100％」と回答しており、管理者と取材担当者の完全分業が達成されているサイトとして注目される。

町内会から掲載を依頼された情報は31.8％であり、7項目の中では最も高い数値となった。町内会のサイトであるから当然といえば当然だが、サイト管理者が町内会の役員を兼ねているかどうかによって、この項目の解釈は微妙に異なってくる。このことについては本項末の（注）を参照。

行政側から掲載を依頼された情報は、サイトの中で4.3％を占めるだけであった。この項目だけに注目してまとめたグラフが〔図4-9〕である。「0％」つまり行政から情報が流れてこない町内会のサイト、あるいは行政に関する情報を掲載していないサイトが39件（71％）を占めている。この中には地域外向けのサイトなど、行政情報の掲載が不要なところも含まれている。行政から寄せられた情報を含むサイトは16件（29％）あったが、全体的に言って、町内会サイトは行政からの情報を伝達する手段としてはまだ十分に機能していないことが分かる。

そんな中で、岡山市・築港ひかり町内会（回答…60％）および大阪府堺市・御池台連合自治会（回答…50％）の回答が目立った。岡山市については、従来市から住民に対しての連絡は郵便で送られていたが、住民側の方で書類が山積して処理が大変であることから、メールでの連絡に変更するよう市長に要望して実現したという経緯がある。

町内会が担うべき役割の一つとして、自治体と住民の中間に位置する存在としての自治機能がある。この機能を果たすためにも、自治体から町内会に向けて、サイトに掲載しやすい形態（電子データ）での情報発信が望まれる。

地域店舗から掲載を依頼された情報は、サイトに掲載される情報のうち0.5％に留まり、町内会と地域商業との分離が明確に表れている。この項目に対し「0％」以外の回答があったのは、千葉県松戸市・みのり台第二町会（回答…10％）、東京都板橋区・中丸中町会（回答…10％）、兵庫県三田市・ゆりのき台自治会（回答…5％）の3件だけであった。町内会の公的な性格上、ある程度は仕方のない面もあるが、地域情報の一部として店舗情報は魅力のあるコンテンツにつながるだけに、もう少し連携が見られれば面白いように思う（第2章第1節第6項参照）。

サイト利用者から提供された情報は、掲載される情報の6％を占めていた。この項目だけに注目してまとめたグラフが〔図4-10〕である。「0％」つまりユーザからの情報を掲載していないサイトが33件（60％）を占めている。

ユーザからの情報を取材源として採用することは、第一に、管理者の情報収集にかかる負担を減らすことに寄与する。第二に、地域により密着した情報拠点としての性格を強めるために有意義である。地域情報の中でも“口コミ情報”を求める声は多く、その点でユーザからの生の声を掲載できるサイトは魅力的である。しかし、多くのアクセスを集められるサイトでなければその実現は難しい。

この項目に対し高い数値を回答したのは、横浜市・原宿町内会（回答…50％）、千葉県松戸市・みのり台第二町会（回答…30％）、兵庫県宝塚市・ふじガ丘自治会（回答…30％）である。

その他としては、「町内会の企画会議」「会長他役員が地域の諸会合に参加して得た情報」「仕事を通して習得した行政情報」などが挙げられていた。そのうちいくつかは、筆者の想定では上に挙げた7項目のいずれかに含められるべきものだったが、ここではそのまま「その他」として集計した。

◇4-2-2　情報収集作業の負担

前項では、町内会サイトの情報がどのように収集されるかを見た。では、そのようにして情報を集めることは、サイト管理者にとってどの程度負担になっているのだろうか（ここでいう負担は、管理者が感じるものであって、取材担当者が感じるものは考慮していないことに注意）。

そのことについて〔図4-11〕にまとめた。35件（63％）のサイト管理者が、情報収集作業の負担を「全く感じない」あるいは「あまり感じない」と答えた一方、16件（30％）の管理者が「負担である」、4件（7％）の管理者が「かなりの負担である」と感じていることが分かった。

この設問は、前項〔図4-7〕に示したサイト管理者自らによる情報収集への依存度（以下、管理者取材依存率と呼ぶ）と深い関連がある。管理者取材依存率が100％に近いほど情報収集作業の負担は増大し、0％に近いほど負担は小さくなるはずだ。この予想に基づき、有効回答が得られた53件の町内会サイトを、管理者取材依存率によって0～24％（19件）、25～74％（21件）、75％～100％（13件）の3段階に分類し、管理者にとっての情報収集作業負担を示したものが〔図4-17〕である。

まず管理者取材依存率の低いサイトにおいては、情報収集を負担だと感じない管理者が多い。管理者がほとんど取材をしていないのだから、この結果はごく自然である。

次に管理者取材依存率が「25～75％」の分類と、「76～100％」の分類を見比べている。予想によれば、管理者取材依存率が100％に近づくほど、情報収集作業の負担が大きくなるのではないかと思われた。しかし結果を見ると、「76～100％」より「25～75％」の分類の方が、情報収集を負担と感じる管理者の割合が高い。これはやや意外な結果であるが、以下のような理由が考えられる。

ただしこれらのデータについては、調査母数が少ないため信頼度は低い。

◆第3節　予算と費用

◇4-3-1　費用

町内会サイトの運営には、人的な労力だけでなく金銭的なコストがかかる。具体的には、どのような費用がかかっているのだろうか？

この問題を複雑にするのは、各種費用が町内会サイトの運営経費として計上されるべきか、個人の出費として処理すべきか、曖昧なケースがしばしばあるということである。

町内会サイト製作のためだけに機材を購入したり、町内会サイト維持のためだけに各種管理費を払ったりしている場合には、町内会サイトの運営経費であると明言できる。しかし、管理者がもともと持っていて個人的に使っているものを、町内会サイトの製作にも利用した場合には、経費であるということは難しいであろう。これには以下のような例が考えられる。

・個人で契約しているプロバイダのホームページ領域のうち、一部を町内会サイト用に充てる。

・個人で持っているデジカメを町内会サイトの取材用に使う。

経費とも個人支出とも言えない中間的なケースとしては、以下のような例が考えられる。

・個人サイトと町内会サイトの両方を作るために、ホームページ作成ソフトを買った。

・町内会サイトに掲載する街の情報を取材する際に交通費などがかかった。

しかし、今回の取材は自分の趣味を兼ねている。

このような問題は、町内会サイトの多くが個人によって管理され、制作に必要な機材やサービスの所有者がたいてい個人であることに起因する。この点、会社と社員の所有関係が明確に分離されている企業組織とは異なる「町内会らしさ」と言える。また、町内会サイトの運営がしばしばボランティアによって行われていることが、費用という概念をさらに希薄にする（人的労力に対して対価が支払われないのは、どこの町内会でもほぼ共通している）。

よってアンケート調査においては、「個人目的の利用と区別が難しいものについては、サイト制作費として『請求したいかどうか』を基準にして下さい」と注釈をつけることにした。この注釈によって、得られる数値データ（費用の額）に主観が混じり込むことをあらかじめ了承いただきたい。

〔費用の内訳〕
町内会サイトの運営にあたり発生する費用について、〔表4-1〕にまとめた。

・インターネット関係の項目
作成したWebページをアップロードする際など、インターネットに接続するための費用である「通信費・プロバイダ料金」は半数近くのサイトで発生している。これはサイトの運営において必ずかかる費用であるが、個人のインターネット利用と区別することができず、あえてサイトの運営経費として計上する必要はないと考える管理者が半数近くにのぼったものと思われる。金額はインターネットへの接続方法（ダイヤルアップ・ISDN・ADSL・CATV・FTTH）によって異なるが、月額にしておよそ1,000～4,000円程度だと考えられる。

珍しいのは、プロバイダの厚意により無料でサイトを設置している東京都昭島市・中神親和自治会である。このプロバイダ（株式会社ビークル）は、東京都多摩地区で初めて発足したプロバイダということで、地域に密着した業態をもっている。ホームページの設置領域を提供すること自体は、わずかなコストで可能なことである。ブロードバンド・常時接続が主流となった現在、地域密着型のプロバイダには経営の厳しいところも少なくないが、地域に貢献しようという意識をもった企業が今後さらに現れてくることが望まれる。

サーバ管理費・レンタル費は、約2割のサイトで発生している。これはサイトの置き場所を確保するために必要な費用であり、月額およそ2000～4000円程度だと考えられる。契約しているプロバイダにサイトを置いている場合には、プロバイダ料金の中に含まれる。また、無料ホームページスペースを利用する場合には発生しない。なお、代表的な無料ホームページスペース「geocities」を利用している町内会サイトは56件中6件存在した。

これに関連して、ドメイン取得費は2件のサイトで発生している。これは、「www.****.com」や「www.****.net」

、「www.****.org」といった簡潔で覚えやすいアドレス（URL）を取得するために必要な費用で、月額およそ500円程度だと考えられる。サーバのレンタル費に含めて請求される場合もしばしばある。なお最近は無料ホームページスペースなどでも、短いアドレス（www.****.????.co.jpなど）を付けられるサブドメインサービスが普及してきている。

・コンピュータ関係の項目

必要器具・ソフトウェア購入費が約4割のサイトで発生している。必要器具というのはデジカメ・スキャナ・パソコン本体などを指し、ソフトウェアというのはホームページ作成ソフト・画像処理ソフトなどのことである。これらも個人の利用と区別することが難しいが、普通は個人的に購入するケースが多いように思われるので、多くの管理者は経費として考えていないか、ごく少額を計上する程度であろうと推測される。

・サイト制作に関連する項目：人件費以外

取材費は5件のサイトで発生している。このうち5件中4件が「アクセス多」に分類されるサイトである。単なる偶然という可能性もあるが、しっかりした取材がサイトの人気につながっているという意味で、関連があるのかもしれない。

景品費は4件のサイトで発生している。アクセスアップの手段として、懸賞企画を実施することについては〔第3章2-4〕で述べたが、どの程度の金額の賞品を用意しているか、ということは不明である。

・運営主体の外部に支払う人件費

作業手伝いに対する謝礼金が発生しているのは3件で、パソコンに詳しい身内にサイトの制作を依頼したというケース、もともとは別法人のサイトだったというケースなどがある。

正式契約でサイトの制作を外注しているのは、千葉県松戸市・みのり台第二町会の1件にとどまった。町内会内グループと企業の共同で運営されている兵庫県宝塚市・ふじガ丘自治会、企業により運営されている神奈川県川崎市・上作延町会は、外注費を計上していない。これらは運営母体の内部に企業が存在するためであると思われる。

なお仮に、管理者が日々行う更新作業・情報収集作業に報酬が支払われているケースがあるとしても、それは費用として計上されるものではない。そのような場合には、予算から費用を引いたものがプラスとなるので知ることができる。これについては次項で述べることにする。

〔費用の総額〕
全体平均は、月4,115円であった（費用0円のサイトを含み、金額不明を除いた平均値）。0円というケースが12件（29％）存在する一方、最高額としては月20,000円という回答が3件存在した。全体的に大きなばらつきがあると言える。

町内会から予算が出ているサイトと、そうでないサイトに分けて考えることにする（予算については次のページで述べる）。まず、予算が出ていないサイトにおいては、費用は〔図4-13〕のように分布しており、その平均額は月2,185円であった。

予算が出ているサイトでは、費用は〔図4-14〕のように分布しており、平均額は月5,180円であった。予算の出ていないサイトに比べると、全体的に高額となっていることが分かる。


◇4-3-2　予算

町内会から予算が出ているサイトと、出ていないサイトはともに23件ずつで半分に分かれた。

予算額は〔図4-15〕のように分布しており、予算が出ているサイトだけを考えると、平均額は月4,710円であった。

これと費用とを考え合わせると、管理者（運営主体）が町内会サイトの運営のために強いられる出費額は〔図4-16〕のように分布している。管理者が自腹を切っているサイトが全体の45％に上り、最高月10,000円の出費を強いられているケースも存在する。

なお、バナー広告や地域商店からの広告収入を得ているサイトは1件も存在しなかった。

以上から、半数近くの町内会サイトにおいて、運営費用の負担が管理者に課せられていることが分かった。これは、もともと個人サイト的な性格をもつケースが多いことと、高額な予算を組むほどの必要性・価値が住民に見出されていないことによるものと思われる。

◇4-3-3　業務委託について

95％の管理者が、業務委託は「考えられない」と答えた。その理由として回答された自由記述部分を分析した結果を〔表4-2〕に示した。

どうやら、まとまった予算がないということが第一の理由となっているようである。これは前述の通り、高額な費用に見合う効果が期待できないということであろう。また、「現状がベストとは思っていないがこれで十分」という考えと、「住民の手作りだからこそ意味がある」という意見も多数を占めている。さらに「業者に委託するとかえってクオリティが落ちる」という回答もあった。これは主に、情報の受け渡しが煩雑になり、サイトの速報性が落ちることを懸念する声である。業務委託を行った場合でも、情報収集までは委託できないと考えられるからだ。

またサイト内に会員ページがある場合、部外者に知られたくない情報が掲載されているため、それらの管理を組織外の企業に任せることへの不安もあるようだ。

業務委託を肯定的に捉える回答は3件あり、「より良いサイト制作のため、コンサルタント的に協力をお願いするかもしれない」というような意見もあった。

◆第4節　ボランティア頼りの現状とその解決案

以上に述べたように、町内会サイトの管理運営にはさまざまな負担が伴う。その結果なのか、「現在サイトの管理作業を引き継げる後継者はいますか？」という設問に対し、後継者がいるという回答はわずか20％であった。個人運営の場合はともかく、グループ運営で後継者がいないというのは深刻である。

これらの状況を鑑みると、作業負担の問題・後継者問題を解決でき、費用がかからず、地域に密着した人材が求められていると言える。解決策の一つとして、地域の小中学生を中心に、学生による作業分担を進めることが考えられる。

まず町内会サイトの作成は、IT学習の教材として最適である。町内会サイトの管理者も、4割弱が「パソコンやインターネットの技術が身につく」というモチベーションから作業を続けている。インターネットの世帯普及率が6割を超える時代、便利で豊かな生活のために、ITを使いこなす技能がますます重要になることは疑いない。小中学校の段階からIT関連の経験を積ませてゆく意義は大きい。ある町内会サイトの管理者は「今どきHTML（ホームページの作成言語）など小学生でも書ける」と断言する。それはともかく、中学校の数学でBASIC（時代遅れのプログラミング言語）をやっている場合ではない。より実践的な経験、役に立つ技術を身につけさせる必要がある。また、サイト管理に携わる中で、ネット社会のマナーや注意点（プライバシーの問題など）も身につくのではないだろうか。

第二に、町内会サイトの作成は地域社会との接点として有効である。「自分たちが地域の中で役割を果たしていけるという自信が湧くような」作業内容を設定し、作業や取材を通して、地域でサイト制作に取り組む人々・町内会の人々・地域の人々とのふれあいを図ることが可能だ。幅広い年齢層の人々との協働作業が子供たちにもたらすものは大きい。子供は地域に密着した将来の人材としてうってつけの存在であり、町内会サイトの多くが抱える後継者問題に対する最も根本的な解決策であるといえる。

町内会サイトを作るという作業は、技術・国語・社会・美術などを含む、まさに総合的な学習である。実現のためには、学校側の理解と協力が不可欠であるが、まずは管理者からのアプローチが求められているのではないか。実現の際には、具体的にどのような作業を生徒にやらせるのかを熟考することが必要となる。子供に作業を任せることで、かえって手間が増えるようでは本末転倒であるからだ。当面は、特別な技術を必要としない取材および文章作成、簡単なHTML作成、簡単なデザインなどを分担させることができるのではないだろうか。

もちろん、専門学校や大学における実践教育・インターンの一環としても考えられる。一定以上の成果を残した場合には、単位認定などで学校からもサポートするような体制が構築できないだろうか？

第５章　まとめ
◎町内会サイトの性格について
町内会サイトの性格は、〔図5-1〕のように「公式性」と「機能量」という2軸で表現することができる。

まず機能量の軸について述べる。機能量が多い町内会サイトは、「地域ポータルサイト」としての性格を強めることになる。そこでは町内会の既存業務に関係があるかどうかを問わず、地域住民の利便に資するコンテンツ（商店や公共施設の情報など）や娯楽性の高いコンテンツの充実が図られる。住民の幅広いニーズに応えることができるので、アクセス数が増え、掲示板などにおけるコミュニケーションも活発化することが期待される。ただし、情報収集や管理作業の負担は増大する。また、しばしば情報過多になるため、見やすいレイアウトやインタフェースの提供に配慮しないと、見たい情報／知らせたい情報が見つからないという状況になりかねない。

機能量の少ない町内会サイトは、従来回覧板などで通知されていた情報を単純にオンライン化しただけの「Web回覧板」と呼ぶことができる。サイトの機能および目的はシンプルに絞り込まれ、利用者にとっては扱いやすく、管理者にとっては作業負担の小さいサイト運営が実現する。しかし、もともと町内会に興味をもたない人々を新しく引き込むような魅力は持ち合わせておらず、一般に多くのアクセスは期待できない。

次に公式性の軸について述べる。公式性の高い町内会サイトは、掲載情報がそのまま組織（町内会）の公式発表となり、責任の所在が明確であるため情報の信頼性が強まる。そして多くの場合、町内会から正式な予算枠が与えられる。住民全員に知らせることが必要な情報を流す際には、デジタルディバイドに対して十分な配慮が必要である。

一方、公式性の低い町内会サイトは「個人サイト」としての性格が強いものであり、情報の掲載に際して大きな責任は伴わない。あくまで趣味の延長であるため、費用は個人負担となるのが一般的だ。内容的には、「見たい人だけ見ればよい」コンテンツが大半を占めることになる。

この2軸は、基本的には互いに独立しうるものである。しかし公式サイトにおいては、町内会の既存業務と直接関係がないコンテンツは排除される傾向にあるので、機能量は少なく、堅苦しく面白くないものになりがちである。逆に個人サイトにおいては管理者の趣味に応じて多種多様なコンテンツが掲載されるので、機能量は多く、内容も自由で面白くなる可能性があるが、ともすると散漫な構成になりがちである。

町内会サイトの開設にあたってはさまざまな動機・狙いがあるので、どのような位置づけのサイトが良いと一概に言うことはできない。いずれにせよ、サイトの性格や将来像について管理者がしっかりとした方向性をもち、そのメリットとデメリットを認識した上で運営を進めることが大事だと思われる。

◎町内会サイトの課題と解決策の提案

機能量を減らす方向で、町内会サイトをシンプルにまとめたい場合、重要なのは目的およびコンテンツの絞り込みと、見やすいレイアウトの実現である。これらについての詳しい説明は割愛する。

以下、機能量を増やす方向で町内会サイトを充実させてゆこうと考えるものとする。
〔表5-1〕 課題解決策の提案
	関与する主体
	するべきこと

	運営グループ内
	管理者／取材担当の分業を進める

	地方自治体
	電子データの形で町内会に情報を送付、町内会サイト同士のネットワーク形成

	消防・警察
	電子データの形で町内会に情報を送付

	地域住民（ユーザ）
	文化祭出展物などをコンテンツとして提供、パソコン教室でのコンテンツ作成

掲示板・メールを通しての地域情報投稿

	地域サイト製作者
	一部コンテンツの共有化

	小中学生
	授業の一環として地域情報を収集、技術教材としてコンテンツ制作


本論で述べてきた町内会サイトの課題を極めて簡単に整理すると、以下の2点に集約される。

これらの課題に対する包括的な解決の方針は、管理者の負担を増やすことなく情報収集量を増やし、サイトの魅力を高めることである。

そのためにはまず、運営グループ内で管理者／取材担当の分業を進める（個人運営の場合は積極的にネットワークの拡大を図る必要がある）。

自治体（市区町村）は、町内会サイトとの相互リンクを行うほか、町内会サイト同士の横のつながりを形成するためのサポートを行う。また、紙媒体で町内会に送付していた連絡を、必要に応じて電子データに切り替える。この際、情報の氾濫を防ぐために、自治体からの情報を取捨選択してサイトに掲載する人物が必要だ。

消防・警察も自治体と同様、電子データの形でタイムリーな防災・防犯情報を送付する。地域の消防署・交番が住民にとって身近で頼れる存在であるために、町内会との連携を強める意義は大きい。また、全国で普遍的に使えるような情報については、全国各地の町内会が共有できるような形で公開して周知を図る。

以下は住民による協力である。地域の文化祭に出展された作品や趣味の作品を、ギャラリーとしてコンテンツ化する。パソコン教室のプログラムに、町内会サイトのコンテンツ制作を含めるというのはどうだろうか。またサイトのユーザには、地域での暮らしをより豊かにするミニ知識や口コミ情報を積極的に投稿し、サイトを一緒に盛り上げていこうとする姿勢が欲しい。

同じようなエリアに複数の地域情報サイトが存在する場合には、一部のコンテンツを共有化する。各サイト（管理者）がもつ個性を失わない程度に、情報の一元化を行って内容を濃くすることが望ましい。

そして小中学校の生徒にもネットワークが広がれば、抜本的な後継者対策になる（第4章第4節を参照）。

このように地域ぐるみの取り組みができればサイトも充実するだろうし、その過程において地域の情報化にも寄与し、さまざまな人々が町内会サイトを媒介にしてふれ合う機会も生まれる。

◎結び

町内会サイトのコンテンツが、本当に人を動かせるのかどうか、それはこの研究ではまだ未知数だと言わざるを得ない。しかし、町内会サイトというものを地域の人々が「一緒になって作ること」、この行為自体が「人を動かし」、また「持続的な運営」にもつながるものだと考える。
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【第１章】要約

研究の動機と目的

インターネットは、情報収集のためだけの無味乾燥なツールではなく、「人を動かすツール」である。“コミュニティサイト”が氾濫する中、地域サイトが実地域にインパクトを与えられるか、検証するのは興味深い。

⇒ 地域密着型のサイト「町内会サイト」について、運営実態 と 課題 を整理、問題の解決策 を検討する。

研究の方法

◇具体的な研究対象

サーチエンジン（Excite, Yahoo!, Google）を用いた検索により、60件の町内会サイトを発見。

それらのサイトにあるリンクにより、さらに68件の町内会サイトを発見。 ⇒ 合計128件が研究対象

◇アンケート調査とその対象

表面的には分かりにくい事柄――特にサイトの狙いと運営に関して、アンケート調査を実施。

研究対象のうち、管理者にコンタクト可能な116件に依頼文を送付、有効回答56件（回答率48.3％）

【第２章】追加分

町内会サイトは多機能サイト

町内会がもともと持っている多機能性が、Webの特性によってさらに拡張された結果だと捉えることができる。

ユーザ側の利用目的

・既存調査によれば、地域サイトを利用したいと考えるインターネット利用者は多いが、

その多くは、飲食店情報・公共施設情報・口コミ情報など「情報」が目当てである。

「近くの人との交流」を求める声は多くなく、

「自分の住む地域の住民と仲良くなりたいと思わない」という回答は実に4割近くに達している。

・このような利用者の目的意識と、町内会サイトの第一目的「街への愛着・住民連帯感の喚起」は不整合？

・最初は町内会情報に興味がなくても、何度もサイトを訪れるうちにクリックしてみようという気になる。

できるだけ多くの人に町内会活動に触れるきっかけを与えるために、地域情報を充実させることは大切。

なぜインターネットを用いるのか？

◇注目されている特性　（カッコ内は自由記述欄において言及のあった件数、有効回答56件中）
・速報性（14件）
・常時閲覧可能（6件）
・双方向性（5件）
・情報蓄積が容易（7件）
・高い表現力（8件）
・発信にかかる経費が安い（5件）
◇主なターゲット

・働き盛りの世代、主に男性

（昼間は外出。回覧を見られない、集会に出席できない）
⇒ 常時閲覧可能なインターネットなら…

・若い世代 （町内会に興味がない）
⇒ インターネットという新メディアなら…

【第３章】追加分

アクセスが多いサイトの特徴
・地域商店の情報を掲載している

「商業の活性化」を目標とする
22％（少アクセス群では6％）

・行政の情報を掲載している

「行政側の理解不足」を問題点として挙げる
19％（少アクセス群では0％）

・掲示板を設置している

「地域諸問題の解決を目指す議論の場の提供」を目標とする
30％（少アクセス群では6％）

・更新頻度が高い

更新頻度が1週間に1度以上
32％（少アクセス群では14％）

「短期的な連絡事項の通知」を目標とする
74％（少アクセス群では50％）

・地域外のユーザに対するアクセスアップに積極的

地域外からのアクセスアップの必要性を感じる
60％（少アクセス群では34％）

他自治会との相互リンク
32％（少アクセス群では17％）

役所サイトとの相互リンク
37％（少アクセス群では22％）

・新しい人的ネットワークの形成を志向する

「新しい人的ネットワークの形成」を目標とする
61％（少アクセス群では33％）

・内容を充実させようという意識が強い

アクセスアップのために、内容の充実が必要だと指摘
21％（少アクセス群では0％）

企業委託すると、現状よりクオリティが落ちると感じる
16％（少アクセス群では0％）

ユーザの属性

静岡県沼津市・駿河台自治会のサイトで実施されたアンケート調査（2001）によれば、利用者のうち30代・40代の合計は45％

⇒ 町内会サイトは、働き盛りの世代の興味を引ける可能性がある。

【第４章】追加分

費用の負担

・町内会から予算が出ている
50％

・予算あり
費用平均　5,200円／月

予算平均　4,700円／月

・予算なし
費用平均　2,200円／月

・管理者が個人的に出費を強いられている
45％

・広告収入を得ているケースはなし

「管理作業が負担である」と答えたサイトの特徴

・地域外 からの利用も考慮している
・住民手作りへのこだわり が強い
・グループ 運営のケースが多い
・管理者2名 というケースが多い
・（管理者が）情報収集作業も負担 であると感じている
⇒運営グループ内の作業分担に問題あり

後継者問題

・後継者がいるという回答は 20％。いないという回答は 80％。

・仮にいま管理作業がそれほど負担でないとしても、後継者がいない場合が非常に多く、

　持続的に運営可能な状態が実現されているとは言えないケースがほとんどである。

企業への業務委託

・企業への業務委託は考えられないという回答が 47件（94％）

その理由としては、「予算がない」というものが最も多かったが、

住民手作りに対するこだわり、自力で十分可能という答えも多く、

委託すると速報性などの点でかえってクオリティが落ちるという意見や、

部外者に知られたくない情報があるからという意見もあった。

・一方、委託も考えられるという回答は3件。

それに加え、基本的には「考えられない」としながらも、委託に肯定的な意見は2件あった。

・サイトの管理に手間がかかったり、多少の費用負担を強いられたりしてもなお、

「我がまちの町内会サイトを、自分たちの手で作ってゆきたい」と考える管理者が多い。

【第５章】まとめ

町内会サイトの性格

◇町内会サイトの性格は、以下の2つの軸で表現することができる。

・公的性の軸　「個人サイト」－「公式サイト」

・機能量の軸　「Web回覧板」－「地域ポータルサイト」

町内会サイトの目指すもの、制約条件により、どのような位置づけにすべきかは異なる。

⇒ 管理者が、明確な方向性・ビジョンを定めて運営することが大事
提案

１．作業負担の問題・後継者問題を解決でき、費用がかからず、地域に密着した人材とは？

⇒地域の小中学生を中心に、学生による作業分担を進める！

・IT学習の教材として　　（管理者の4割弱が技術習得のモチベーション、実践的で人の役に立つ経験）

・地域社会との接点として（地域の中で役割果たす、幅広い年齢層との協働）

〔町内会サイトを作るという作業は、技術・国語・社会・美術などを含む、まさに総合的な学習〕

・実現のためには、学校側の理解と協力が不可欠であるが、まずは管理者からのアプローチか。

具体的にどのような作業を生徒にやらせるのか。かえって手間が増えるようでは本末転倒。

・特別な技術が必要なく、幅広い年齢の人々とのふれあいを伴う情報収集活動を、小学生程度の児童に任せる。少し技術が分かる中学生程度の生徒には、HTML文書の作成やページデザインにも踏み込んで担当させる。

２．人材の結集　　　　※同じようなサイトが複数存在するのは、人的資源の無駄使い
①地域商店・商店街との連携

・地域自治に興味のないユーザも取り込むために、飲食店情報は不可欠

・「生活利便向上」に役立つことはもとより、

アクセスアップ→それ以外の目的（愛郷心喚起、町内会への関心喚起・入会促進）にも寄与

・公的で中立な存在である町内会サイトと、商業的でにぎやか・活気のある商店街サイトとのバランス

１つのサイトにしないまでも、単なる相互リンク以上の関係に

中立的な口コミ情報は、町内会サイトでこそ可能？

・商店街サイトの人材も引き込む。

②地域の個人サイト製作者との連携

③全国に散らばる町内会サイトとの連携

・町内会サイトリンク集の充実

・一部コンテンツの共有化

３．公共サイドからの協力体制

①自治体

・電子化され、加工しやすい形態での情報配布

・ただ発信するだけでなく、双方向の情報のやり取りを活性化

・自治体サイトと町内会サイトの相互リンク、町内会サイト同士のネットワークを促進

・パソコン教室の開催補助

②消防および警察

・防災、防犯コンテンツの提供

③法整備

・地域情報化のため、企業の中古パソコンを町内会などに寄贈する際の規制を緩和。

４．IT企業にできることは？

・全国30万の町内会のうち3万団体に採用されれば、月2000円としても、年に7億円の継続的な収入源。

・パッケージソフト

　　複数人数による作業管理の円滑化

フォーマット（画一化しないよう工夫が必要）

自動リンク

町内会サイトランキング自動生成

・町内会サイト作りのコンサルタント業

提案を、主体別に整理すると…
・運営グループ内
管理者／取材担当の分業を進める

・地方自治体
行政情報を電子データの形で町内会に送付、地域内町内会サイトの連携率先

・消防、警察
地域の防災・防犯情報を電子データの形で町内会に送付

・商工会議所、地域商店
飲食店を初めとする商店情報の提供　→地域情報の中で最も需要のある情報

・小中学校
授業の一環として、地域情報の取材
（一部、HTML文書の作成やページデザインも任せる）

・地域住民（ユーザ）
口コミ情報の投稿、趣味の作品をサイト上で半永久的に展示

・他の地域サイト
コンテンツの共有化、（サイトの統合）

・他の町内会サイト
全国町内会リンクの拡充、普遍的な情報の共有化

結論

町内会サイトのコンテンツが人を動かせるかどうかは未知数だが、地域の人々が一緒になって町内会サイトを作るという行為自体が「人を動かし」、また「持続的な運営」にもつながるものである。
※「回答」とは、筆者が実施したアンケート調査への回答があったかどうかを表す。


・「回答あり」サイトの開設年は、アンケート調査結果に基づく。


・「回答なし」サイトの開設年は、サイト中の表記から読み取った（一部、筆者の推測を含む）。





〔表1-1〕町内会サイトの開設年





原則的な定義


町内会サイトとは、町内会の活動に関する情報の取り扱いを、主要な目的とするWebサイトのことである。





平均＝44.7％











注）岡山市・牟佐町内会のサイトは、�岡山市市民情報化サイトの調べによると�月間1300～1800アクセスとなっている。





責任明確


予算あり





アンケート設問　問8


サイトの運営目的は何ですか？　以下の各項目について、どの程度あてはまるかを「全く意識していない」「多少は意識している」「目的である」「主要な目的である」の4段階でお答え下さい。


なお、「主要な目的である」は、1項目以上・5項目以内として下さい。





アクセス少


作業負担小





(A)


(B)


(C)


(D)


(E)


(F)


(G)


(H)


(I)


(J)


(K)


(L)


(M)


(N)


�(O)








〔図2-5〕 サイト利用者の年齢層


（駿河台自治会，2001）





このようなサイトを取り扱うにあたっては、アクセス数を所属世帯で割ることに意味はないと言える。だが、過疎化の進む地域・小さな地方でも、サイトの作り方によって全国の注目を浴びることができる、ということを端的に表す数字であるとも言える。








平均＝9.6％





（注）管理者が町内会の役員であるような場合には、サイト管理者による情報収集と町内会からの掲載依頼は区別することが難しく、回答者の判断によってどちらにも分類される可能性がある。また、管理者による情報収集の割合が高ければ、基本的には管理者の負担が増えるものと考えられるが、管理者が情報が自然と入ってくるような立場にいる場合ではその限りでない。このことを踏まえた上で、結果を眺める必要がある。これについては、より適当な質問方法があったかもしれない。





平均＝4.3％





平均＝5.5％





（注）


分類「0～24％」の中には、管理者取材依存率が0％であるにも関わらず、「負担である」とする不自然な回答が2件含まれている。これらのサイトはおそらく、管理者が町内会の役員で、情報収集の形態としては「町内会からの掲載依頼」を選択したが、実際には管理者本人が情報収集に苦労しているというケースであろうと推測される。前項の注を参照のこと。





（注）〔表4-1〕における回答母数N=43の中には、「無回答」か「費用なし」か区別できないケース11件を含めていない（この点では、設問形式に明らかな不備があった）。また、個人利用と区別がつかないために回答不能とした1件についても含めていない。


一方、「個人利用との区別が難しいが、無料とするのが適当」との記述があった回答1件については、費用なしとみなして母数に含めた。





・地方自治体	（市民のため）	・町内会	（地域住民のため）


・商店街、商工会議所	（利用促進を期待）	・不動産会社	（物件価値上昇のため）


・IT企業	（広告収入を期待）	・個人	（趣味）





Web


回覧板





地域


ポータル





個人趣味


サイト





〔図5-1〕 町内会サイトの性格





機能量





アクセス多


作業負担大





公式性量





責任なし


予算なし





・全体的に見て利用（アクセス）が少ない。


・管理者の多くが、管理・情報収集作業および費用の負担を強いられており、後継者も存在しない。
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〔備考〕


所属世帯あたりの月間アクセス数が最大（37.50）であったのは、岐阜県古川町・笹ヶ洞自治会のサイトであった。この自治会の規模は所属世帯数32と小さく、サイトの内容も地域内の連絡・広報ではなく、地域外へ向けての情報発信を目的としたものになっている。　→次頁へ
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